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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トランスデューサーの誘電体層又は電極層としての硬化性組成物の使用方法であって、
前記硬化性組成物が、
　（Ａ）硬化性オルガノポリシロキサン組成物であって、
　　　（Ａ１１）分子の両末端に、ケイ素原子に結合した水素原子を有し、水素原子の重
量部分が、前記硬化性組成物の０．１～１．０重量％である、少なくとも１つの第１のタ
イプのオルガノハイドロジェンポリシロキサン、
　　　（Ａ１２）単一分子内に、ケイ素原子に結合した少なくとも３個の水素原子を有し
、水素原子の重量部分が、前記硬化性組成物の０．０３～２．０重量％である、少なくと
も１つの第２のタイプのオルガノハイドロジェンポリシロキサン、
　　　（Ａ２）単一分子内にアルケニル基を少なくとも２個有し、アルケニル基の重量部
分が硬化性トランスデューサー組成物の０．０５～０．５重量％である、少なくとも１種
のオルガノポリシロキサン、及び
　　　（Ａ３）ヒドロシリル化反応触媒、
を含む組成物と、
　（Ｄ）室温、１ｋＨｚにて１０以上の比誘電率を有する誘電性無機微粒子と、
　（Ｅ０）室温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率を有する微粒子とを含み、
　更に、前記硬化性組成物が、
　（Ｆ）離型性又は絶縁破壊特性の改良のための添加剤と、
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　（Ｇ）硬化反応に関与するオルガノポリシロキサン以外のものである、高誘電性官能基
を有する化合物とをさらに含むか、あるいは（Ｆ）及び（Ｇ）を含まない、使用方法。
【請求項２】
　前記誘電性無機微粒子（Ｄ）の前記比誘電率が、５０以上である、請求項１に記載の使
用方法。
【請求項３】
　前記誘電性無機微粒子（Ｄ）が、酸化チタン、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチ
ウム、チタン酸ジルコン酸鉛、及びチタン酸バリウム、並びにチタン酸バリウムのバリウ
ム及びチタン部分がカルシウム又はストロンチウムなどのアルカリ土類金属又は希土類金
属により部分的に置き換えられてなる金属酸化物複合体からなる群から選択される１種以
上の無機微粒子である、請求項１又は２に記載の使用方法。
【請求項４】
　前記成分（Ｅ０）が、導電性無機粒子、誘電性無機粒子、及び補強性無機粒子からなる
群から選択される少なくとも１種の無機微粒子である、請求項１～３のいずれか一項に記
載の使用方法。
【請求項５】
　前記成分（Ｄ）及び（Ｅ０）の部分量又は全量が、１種以上の表面処理剤により表面処
理されている、請求項１～４のいずれか一項に記載の使用方法。
【請求項６】
　前記成分（Ｄ）の平均粒子径が０．０１～１０μｍの範囲である、請求項１～５のいず
れか一項に記載の使用方法。
【請求項７】
　前記成分（Ｅ０）が、１０ｍ２／ｇ以上のＢＥＴ比表面積を有する導電性微粒子である
、請求項１～６のいずれか一項に記載の使用方法。
【請求項８】
　前記成分（Ｅ０）が、補強性微粒子及び導電性微粒子の混合物である、請求項１～６の
いずれか一項に記載の使用方法。
【請求項９】
　前記成分（Ｄ）の配合量が、１０～９０重量％であり、かつ前記成分（Ｅ０）の配合量
が、０．０５～２０重量％である、請求項１～８のいずれか一項に記載の使用方法。
【請求項１０】
　全オルガノポリシロキサン組成物に対し、
　１０～９０重量％の前記誘電性無機微粒子（Ｄ）、及び
　１．０５～３０重量％の前記微粒子（Ｅ０）を含み、かつ、
　前記微粒子（Ｅ０）が、１～２０重量％の（Ｅ１）補強性微粒子及び０．０５～１０重
量％の（Ｅ２）導電性微粒子を含む、請求項１～８のいずれか一項に記載の使用方法。
【請求項１１】
　前記成分（Ｄ）及び（Ｅ０）の表面が、機械的手段を使用して成分（Ｄ）及び（Ｅ０）
と１種以上の表面処理剤とを混合することにより処理されている、請求項５に記載の使用
方法。
【請求項１２】
　前記表面処理剤が、シラザン、オルガノポリシロキサン、シランカップリング剤、又は
これらの混合物である、請求項５に記載の使用方法。
【請求項１３】
　前記硬化性組成物を調製する方法が、
　２軸押出し機、２軸混練機、及び一枚羽根式押出機からなる群から選択される少なくと
も１種の機械的手段を使用して１種以上の表面処理剤を混練することにより、前記成分（
Ｄ）及び成分（Ｅ０）の表面を処理する工程を含む、請求項１～１２のいずれか一項に記
載の使用方法。
【請求項１４】
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　前記成分（Ｄ）及び成分（Ｅ０）の含有量が、前記混練手順により調製される組成物の
５０質量％以上である、請求項１３に記載の使用方法。
【請求項１５】
　前記硬化性オルガノポリシロキサン組成物（Ａ）が、高誘電性官能基を有する反応性オ
ルガノポリシロキサンを含む、請求項１に記載の使用方法。
【請求項１６】
　電極対と、
　前記電極間に配設されたシリコーンエラストマー中間層とを含むトランスデューサーで
あって、前記シリコーンエラストマー中間層が、請求項１～１５のいずれか一項に記載さ
れる通りの硬化性組成物の硬化物からなる、トランスデューサー。
【請求項１７】
　２つ以上のシリコーンエラストマー中間層を有する請求項１６に記載のトランスデュー
サーであって、少なくとも２層のシリコーンエラストマー中間層が積層されている、トラ
ンスデューサー。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トランスデューサーのために有利に使用可能な硬化性オルガノポリシロキサ
ン組成物に関する。本発明は、硬化性オルガノポリシロキサン組成物を提供し、硬化する
ことにより形成されるオルガノポリシロキサン硬化物品は、トランスデューサーの誘電体
層又は電極層として使用可能な電気的に活性なシリコーンエラストマー材料として使用さ
れる。本発明は、特に、誘電体材料として使用する材料に好適であり、特に、トランスデ
ューサーの誘電体層として使用するのに好適な電気特性及び機械特性を有する、硬化性オ
ルガノポリシロキサン組成物に関する。本発明は、硬化性オルガノポリシロキサン組成物
を使用して形成される電気的に活性なポリマー材料の製造方法、及びこの電気的に活性な
ポリマー材料を含有するトランスデューサーの構成要素に更に関する。
【背景技術】
【０００２】
　Ａ．Ｇ．Ｂｅｎｊａｎａｒｉｕ，ｅｔ．ａｌ．は、誘電体ポリマーは人工筋肉に有望な
材料であると指摘している（Ａ．Ｇ．Ｂｅｎｊａｎａｒｉｕ，ｅｔ．ａｌ．，「Ｎｅｗ　
ｅｌａｓｔｏｍｅｒｉｃ　ｓｉｌｉｃｏｎｅ　ｂａｓｅｄ　ｎｅｔｗｏｒｋｓ　ａｐｐｌ
ｉｃａｂｌｅ　ａｓ　ｅｌｅｃｔｒｏａｃｔｉｖｅ　ｓｙｓｔｅｍｓ，」Ｐｒｏｃ．ｏｆ
　ＳＰＩＥ　ｖｏｌ．７９７６　７９７６２Ｖ－１～７９７６２Ｖ－８（２０１１））。
当該文献では、付加硬化性シリコーンゴムにより形成された単峰性又は二峰性ネットワー
ク（unimodal or bimodal network）を有する材料の物理特性が示されている。このシリ
コーンゴムの形成には、ケイ素結合した水素原子を４つ有する短鎖オルガノヒドロシロキ
サンが架橋剤として使用され、ビニル基を有する直鎖ポリ（ジメチルシロキサン）（ＰＤ
ＭＳ）ポリマーが架橋される。更に、Ｂ．Ｋｕｓｓｍａｕｌ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｃｔｕａ
ｔｏｒ　２０１２，１３ｔｈ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏ
ｎ　Ｎｅｗ　Ａｃｔｕａｔｏｒｓ，Ｂｒｅｍｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ，１８～２０　Ｊｕｎ
ｅ　２０１２，ｐｐ．３７４～３７８では、電気的双極子として電極間で機能する基によ
り化学的に変性させたオルガノポリジメチルシロキサンを誘電性エラストマー材料として
挟み込んだアクチュエーターが言及されており、この変性は、架橋剤を用いて、基をポリ
ジメチルシロキサンに結合させることにより実施される。
【０００３】
　しかしながら、前述の参照文献のいずれにおいても硬化性オルガノポリシロキサン組成
物の具体的な組成は開示されておらず、更に、実際には、硬化性オルガノポリシロキサン
組成物の物理特性は、様々な種類のトランスデューサーにおいて工業的に使用される材料
にとって不十分なものである。したがって、様々な種類のトランスデューサーに材料とし
て実際に使用するのに満足のいく機械特性及び電気特性を併せ持つ、電気的に活性なポリ
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マー材料が必要とされる。具体的には、硬化により優れた物理特性を有する電気的に活性
なポリマーを与える硬化性オルガノポリシロキサン組成物が強く望まれている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】「Ｎｅｗ　ｅｌａｓｔｏｍｅｒｉｃ　ｓｉｌｉｃｏｎｅ　ｂａｓｅｄ　
ｎｅｔｗｏｒｋｓ　ａｐｐｌｉｃａｂｌｅ　ａｓ　ｅｌｅｃｔｒｏａｃｔｉｖｅ　ｓｙｓ
ｔｅｍｓ，」Ｐｒｏｃ．ｏｆ　ＳＰＩＥ　ｖｏｌ．７９７６　７９７６２Ｖ－１～７９７
６２Ｖ－８（２０１１）
【非特許文献２】Ａｃｔｕａｔｏｒ　２０１２，１３ｔｈ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ
　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｎｅｗ　Ａｃｔｕａｔｏｒｓ，Ｂｒｅｍｅｎ，Ｇｅｒｍ
ａｎｙ，１８～２０　Ｊｕｎｅ　２０１２，ｐｐ．３７４～３７８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、硬化物品を製造可能な硬化性オルガノポリシロキサン組成物を提供すること
を目的とし、当該硬化物品は、トランスデューサーとして使用でき、かつ優れた機械特性
及び／又は電気特性を備え得る。
【０００６】
　本発明の他の目的は、優れた機械特性及び／又は電気特性、及び特に高比誘電率、高絶
縁破壊強度、及び低ヤング率を提供することにより、高エネルギー密度を実現することが
でき、トランスデューサーの誘電体層として使用した場合に、優れた機械強度（すなわち
、引張り強度、引き裂き強度、伸長、又は同様事項）に由来して耐久性及び実質的な変位
量を達成し得るトランスデューサーにおいて使用するための材料として使用可能な硬化物
品を製造することのできる、硬化性オルガノポリシロキサン組成物を提供することである
。更に、所望の電気特性を得る目的で、様々な種類の充填剤（表面処理された充填剤を包
含する）を本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物に配合することもでき、並びに
本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物には、薄板に成型したときの破損を予防す
る目的で離型添加剤を含ませることもでき、絶縁破壊特性を改良するための添加剤を含ん
でもよい。
【０００７】
　本発明の他の目的は、トランスデューサーにおいて使用するための電気的に活性なポリ
マー材料として使用可能である硬化性シリコーンエラストマー材料を与える前述の硬化性
オルガノポリシロキサン組成物の製造方法を提供すること、そのような硬化性シリコーン
エラストマー材料の製造方法を提供すること、および当該前述の硬化性オルガノポリシロ
キサン組成物の製造方法を使用して様々なタイプのトランスデューサーを提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは以下に記載の手段により前述の課題を解決し得ることを発見し、本発明に
到達した。
【０００９】
　前述の課題は、硬化性オルガノポリシロキサン組成物、室温、１ｋＨｚにて１０以上の
比誘電率を有する誘電性無機微粒子（Ｄ）、及び室温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率
を有する微粒子（Ｅ０）を含む、トランスデューサー用途のための硬化性オルガノポリシ
ロキサン組成物により解決される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態の誘電体層が積層されているアクチュエーター１の断面図。
【図２】本発明の実施形態のアクチュエーター２の断面図。
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【図３】本発明の実施形態のセンサー３の構造。
【図４】本発明の実施形態の発電素子４の断面図。
【図５】電界（Ｖ／ｕｍ）の関数として、対照材料（比較例４）としてのＳｙｌｇａｒｄ
　１８６と共に厚さひずみ（％）を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の必須成分を以下に詳細に説明する。
【００１２】
　硬化系に特に制限はなく、最初は未硬化である原材料から、特に流動性の原材料から硬
化生成物を形成可能なものであるならば、任意の硬化反応系を本発明の硬化性オルガノポ
リシロキサン組成物に使用することができる。一般的に、本発明の硬化性オルガノポリシ
ロキサン組成物は、縮合硬化系又は付加硬化系により硬化される。しかしながら、組成物
の硬化系には、過酸化物による硬化（ラジカル誘導硬化）系又は高エネルギー線（例えば
、紫外線）硬化系を使用し、かつ利用することができる。更に、溶液状態における架橋構
造の形成による、及び溶媒除去による乾燥による硬化物の形成方法を使用することもでき
る。
【００１３】
　好ましくは、硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、反応性オルガノポリシロキサン
を含み、組成物は、［特徴１］～［特徴３］、及び場合により［特徴４］～［特徴５］の
条件を満たす。
【００１４】
　［反応性オルガノポリシロキサン］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、一般式ＭａＭＲ

ｂＤｃＤＲ
ｄＴｅＴ

Ｒ
ｆＱｇにより表される反応性オルガノポリシロキサンである。上記一般式において、Ｍ

はトリオルガノシロキシ基を表し、Ｄはジオルガノシロキシ基を表し、Ｔはモノオルガノ
シロキシ基を表し、及びＱはＳｉＯ４／２を表すシロキシ単位である。ＭＲ、ＤＲ、及び
ＴＲはシロキシ単位であり、それぞれＭ、Ｄ、及びＴにより表されるシロキシ単位のＲ置
換基のうちの１つは、縮合反応、付加反応、過酸化物反応、又は光反応において硬化反応
可能な置換基であるものの、この基は、好ましくは付加反応可能な基である。反応速度の
速さ及び副反応の少なさという点を考慮すると、硬化反応可能な置換基は、これらの基の
なかでも好ましくは、ヒドロシリル化反応において反応性の基、すなわち、ケイ素原子結
合水素原子又は脂肪族不飽和結合含有基（炭素原子２～２０個のアルケニル基又は同様物
など）である。更に、前述の反応性オルガノポリシロキサンの非Ｒ置換基は、付加反応に
おいて関与しない好ましい基であり、あるいは例えば、メチル基、エチル基、プロピル基
、ブチル基、ヘキシル基、又は同様物などのアルキル基、フェニル基、ｏ－トリル基、ｐ
－トリル基、ナフチル基、ハロゲン化フェニル基、又は同様物などのアリール基、アルコ
キシ基、あるいは同様物などの高誘電性官能基である。このような基のなかでも、経済的
な観点からメチル基が好ましい。反応性オルガノポリシロキサンの具体例としては、分子
鎖両末端がトリメチルシロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルハイドロジェ
ンシロキサンコポリマー、分子鎖両末端がトリメチルシロキシ基で封鎖されたジメチルシ
ロキサン－メチルビニルシロキサンコポリマー、分子鎖両末端がジメチルヒドロジェンシ
ロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルハイドロジェンシロキサンコポリマー
、分子鎖両末端がジメチルビニルシロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルビ
ニルシロキサンコポリマー、メチルシロキサン－ジメチルシロキサン－メチルハイドロジ
ェンシロキサンコポリマー、メチルシロキサン－ジメチルシロキサン－メチルビニルシロ
キサンコポリマー、ジメチルヒドロジェン官能化ＭＱ樹脂、ジメチルビニル官能化ＭＱ樹
脂、又は同様物が挙げられる。
【００１５】
　前述の反応性オルガノポリシロキサンの数平均分子量（Ｍｗ）は３００～１０，０００
の範囲である。更に、直径２０ｍｍのコーンプレートを取り付けたレオメーターを使用し
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、２５℃にて、１０（ｓ－１）のせん断速度下で測定される粘度に特に制限はないものの
、この粘度は、好ましくは１～１０，０００ｍＰａ・ｓの範囲であり、特に好ましくは５
～５，０００ｍＰａ・ｓの範囲である。
【００１６】
　［特徴１］：反応性オルガノポリシロキサン含量
　硬化性オルガノポリシロキサン組成物中のシロキサン成分の総量に対し、前述の反応性
オルガノポリシロキサンであって、（ａ＋ｃ）／（ｂ＋ｄ＋ｅ＋ｆ＋ｇ）が３未満の値と
なるもの）の割合が０．１重量％未満であるとき、ポリシロキサン成分中の架橋点数は非
常に少なく、したがって、硬化反応後の機械的強度及び絶縁破壊強度は不十分である。反
対に、割合を２５重量％超とするのは、架橋部分の数が過剰となり、ひいては硬化後の弾
性が高くなり、かつ破断伸長点が低くなることから望ましくない。この割合は、好ましく
は１０重量％以下である。
【００１７】
　［特徴２］：分子の両末端のみに硬化反応可能な基を有する反応性オルガノポリシロキ
サン
　分子鎖の両末端のみに硬化反応可能な基を有する反応性オルガノポリシロキサンについ
て、以下に説明する。本明細書において、用語「硬化反応可能な基」は、縮合反応、付加
反応、過酸化物反応、又は光反応において基として利用することのできる基を意味する。
しかしながら、上記と同様の理由から、この基は好ましくは付加反応可能なものである。
このような付加反応可能な基のなかでも、この基は好ましくはヒドロシリル化反応におい
て活性であり、すなわち、ケイ素原子結合水素原子含有基又は脂肪族不飽和結合含有基（
炭素原子２～２０個のアルケニル基、又は同様物など）である。反応性オルガノポリシロ
キサンの具体例としては、分子鎖両末端がジメチルヒドロジェンシロキシ基で封鎖された
ポリジメチルシロキサン及び分子鎖両末端がジメチルビニルシロキシ基で封鎖されたポリ
ジメチルシロキサンが挙げられる。材料特性に対する更なる適合性のため（例えば、機械
特性、絶縁体特性、耐熱性、又は同様の特性）、このようなポリマーの部分のメチル基を
エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、又はフェニル基により置き換えることも
できる。
【００１８】
　硬化反応可能な基を分子鎖の両末端のみに有する反応性オルガノポリシロキサンの数平
均分子量（Ｍｗ）は、３００～１００，０００の範囲である。更に、直径２０ｍｍのコー
ンプレートを取り付けたレオメーターを使用し、２５℃にて、１０（ｓ－１）のせん断速
度下で測定される粘度に特に制限はないものの、この粘度は、好ましくは１～１００，０
００ｍＰａ・ｓの範囲であり、特に好ましくは５～１０，０００ｍＰａ・ｓの範囲である
。
【００１９】
　破断点伸びが達成されなくなる恐れがあることから、硬化性オルガノポリシロキサン組
成物中の総シロキサン成分に対する、硬化反応可能な基を分子鎖の両末端のみに有するこ
の反応性オルガノポリシロキサンの割合を７５重量％未満にすることは不適当である。反
対に、この値が９９．９重量％を超過すると、架橋反応に関与する分子の割合は低くなり
、硬化後の機械強度及び絶縁破壊強度は不十分なものとなる。したがって、９９．９重量
％を超過することは不適当である。
【００２０】
　［特徴３］：２種類の反応性オルガノポリシロキサン（Ｓ）及び（Ｌ）の使用
　２つの硬化反応可能な基の間の平均分子量は、反応性オルガノポリシロキサン（Ｓ）に
ついては１０，０００未満であり、この反応性オルガノポリシロキサンは、硬化反応可能
な基を単一分子内に少なくとも２つ有する反応性オルガノポリシロキサンであり、本発明
で使用される。２つの硬化反応可能な基の間の平均分子量は、反応性オルガノポリシロキ
サン（Ｌ）については１０，０００以上１５０，０００以下であり、この反応性オルガノ
ポリシロキサンは、硬化反応可能な基を単一分子内に少なくとも２つ有する反応性オルガ
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ノポリシロキサンであり、本発明で使用される。これらの反応性オルガノポリシロキサン
は、それぞれ、短鎖の非反応性ポリマー部分及び長鎖の非反応性ポリマー部分を分子中に
含有している。本明細書において、２つの架橋反応可能な基の間の平均分子量は、分子鎖
の両末端のみに反応性官能基を有するオルガノポリシロキサン鎖タイプについては非反応
性ポリシロキサン部分（両末端にシロキシ単位を不含有）の分子量として定義される。架
橋反応可能な複数の基間の分子量の場合、最長部分の分子量である。
【００２１】
　成分（Ｓ）及び成分（Ｌ）を、反応性オルガノポリシロキサン原材料として１：９９～
４０：６０の範囲で一緒に使用するとき、硬化反応により得られるシリコーンエラストマ
ーを構成するシリコーン鎖部分に鎖長の異なる部分を導入することが可能である。この手
法により、得られるシリコーンポリマーの永久ひずみを低減することができ、かつ機械エ
ネルギー変換率の損失を低減することが可能である。特に、本発明のシリコーンエラスト
マーをトランスデューサーの誘電体層に使用するとき、成分（Ｓ）及び成分（Ｌ）の併用
は、エネルギー変換効率を増大させるという実用面での利点を有する。
【００２２】
　上記の通り、これらの成分の硬化反応可能な基として、縮合反応、付加反応、過酸化物
反応、又は光反応可能な基を使用することが可能である。しかしながら、これは、好まし
くは付加反応可能な基である。この基は、このような付加反応可能な基のなかでも好まし
くはヒドロシリル化反応において活性な基であり、すなわち、ケイ素原子結合水素原子又
は脂肪族不飽和結合含有基（炭素原子２～２０個のアルケニル基、又は同様物など）であ
る。反応性オルガノポリシロキサン（Ｓ）及び（Ｌ）の具体例は、ＭａＭＲ

ｂＤｃＤＲ
ｄ

ＴｅＴＲ
ｆＱｇにより表される前述の反応性オルガノポリシロキサン、及び硬化反応可能

な基を分子鎖の両末端のみに有する前述の反応性オルガノポリシロキサンが挙げられる。
上記と同様の理由のため、メチル基部分はエチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基
、又はフェニル基により置き換えてもよい。
【００２３】
　成分（Ｓ）と下記成分（Ｌ）との配合比（重量含量比）Ｓ：Ｌの値が、１：９９～４０
：６０の範囲から逸脱することは、得られる硬化物品の、高破断伸び、高機械的強度、高
絶縁破壊強度、及び低弾性率などの特徴のうち、少なくとも１種類の特徴を満たさなくな
ることから、不適当である。
【００２４】
　ポリシロキサン中、ケイ素原子に結合した不飽和炭化水素基（Ｖｉ）に対する、ケイ素
原子の結合した水素原子の配合比（モル比）は、好ましくは０．５～３．０の範囲である
。この配合比が前述の範囲から逸脱すると、ヒドロシリル化反応により硬化した後に残存
する残留官能基は、硬化物品の材料物理特性に悪影響を与え得る。
【００２５】
　［特徴４］硬化反応後の単位重量当たりの架橋点数
　更に、本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、
下記（Ａ）及び（Ｂ）を含む。反応性ポリシロキサンの硬化反応後の単位重量あたりの架
橋点数は、以下に掲載される計算式により、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の各成分の数平均
分子量、下記の一般式ａｉ～ｇｉ、及びａｊ～ｇｊ中の値、及び組成物中の各成分の含有
量に基づき定義される。この反応性ポリシロキサンの硬化反応後の単位重量あたりの架橋
点数は、好ましくは、０．５～２０μｍｏｌ／ｇの範囲であり、更に好ましくは０．５～
１０μｍｏｌ／ｇの範囲である。
【００２６】
　（Ａ）３００～１５，０００の範囲の数平均分子量（Ｍｗ）を有し、かつケイ素に結合
した水素原子を同一分子内に平均して少なくとも２つ有する、一般式ＭａｉＭＨ

ｂｉＤｃ

ｉＤＨ
ｄｉＴｅｉＴＨ

ｆｉＱｇｉにより表される１つ又は複数の成分を含むオルガノハイ
ドロジェンポリシロキサン。
【００２７】
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　（Ｂ）３００～１００，０００の範囲の数平均分子量（Ｍｗ）を有し、かつアルケニル
基を同一分子内に平均して少なくとも２つ有する、一般式ＭａｊＭＶｉ

ｂｉＤｃｉＤＶｉ

ｄｊＴｅｊＴＶｉ
ｆｊＱｇｊにより表される１つ又は複数の成分を含むオルガノポリシロ

キサン。前述の一般式に関し、ＭはＲ３ＳｉＯ１／２を表し、ＤはＲ２ＳｉＯ２／２を表
し、ＴはＲＳｉＯ３／２を表し、かつＱはＳｉＯ４／２により表されるシロキサン単位で
あり、Ｒは脂肪族炭素－炭素二重結合を有さない一価の有機基であり、ＭＨ、ＤＨ、及び
ＴＨはシロキサン単位であり、それぞれＭ、Ｄ、及びＴにより表されるシロキサン単位の
うちのＲ基の１つが、ケイ素原子の結合した水素原子により置き換えられたものであり、
ＭＶｉ、ＤＶｉ、及びＴＶｉはシロキサン単位であり、それぞれＭ、Ｄ、及びＴにより表
されるシロキサン単位のうちのＲ基のうち１つが、炭素原子２～２０個のアルケニル基に
より置き換えられたものであり、ａは単分子当たりの平均数であり、ｂは単分子当たりの
平均数であり、ｃは単分子当たりの平均数であり、ｄは単分子当たりの平均数であり、ｅ
は単分子当たりの平均数であり、ｆは単分子当たりの平均数であり、及びｇは単分子当た
りの平均数であり、ｉは成分（Ａ）中のｉ番目の成分を表し、かつｊは成分（Ｂ）中のｊ
番目の成分を表す。
【００２８】
　前述の単位重量当たりの架橋点数は、以下に記載の（ｉ）末端基間反応の確率指数、（
ｉｉ）反応組成物の架橋点数指数、（ｉｉｉ）反応組成物中の原材料のモル数指数、及び
（ｉｖ）反応組成物の分子量指数、を求める各式により定義された指数値を用い算出され
る。
【００２９】

【数１】

【００３０】
　本明細書において、前述の指数のそれぞれを定義する式を以下に掲載する：
　（ｉ）末端基間反応の確率指数は、以下の式により表される。
【００３１】
【数２】

【００３２】
　（ｉｉ）反応組成物の架橋点数指数は、前述の末端基間反応の確率指数に基づき、次式
により表される）。
【００３３】
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【数３】

【００３４】
　しかしながら、反応組成物の架橋点数の指数の算出において、（ａ＋ｃ）／（ｂ＋ｄ＋
ｅ＋ｆ＋ｇ）の値が分子鎖中の反応基間のオルガノシロキサン単位の平均数が３未満であ
る成分は、単一の架橋点として作用するものとして処理され、このような成分に関し、計
算は（ｂ＋ｄ）＝０、及び（ｅ＋ｆ＋ｇ）＝１であるものとして計算される。
【００３５】
　（ｉｉｉ）反応組成物における原材料モル数指数は、次式により表される。
【００３６】
【数４】

【００３７】
　（ｉｖ）反応組成物の分子量指数は次式により表される。
【００３８】
【数５】

【００３９】
　本明細書において、αｉは、成分（Ａ）のｉ番目の成分の配合量αｗ

ｉ（重量による量
）を、成分（Ａ）に含有されるケイ素原子の結合した水素原子のＨ（モル）数と、成分（
Ｂ）に含有されるアルケニル基の数Ｖｉ（モル）との比（γ＝Ｈ（モル）／Ｖｉ（モル）
）により除した値であり、すなわち、αｉ＝αｗ

ｉ／γであり、βｊは成分（Ｂ）のｊ番
目の成分の配合量（重量による量）を表し、Ｍｗｉは、成分（Ａ）のｉ番目の成分の数平
均分子量を表し、かつＭｗｊ、は成分（Ｂ）のｊ番目の成分の数平均分子量を表す。
【００４０】
　［特徴５］硬化反応後の架橋点間の分子量
　更に、硬化反応後の反応性ポリシロキサンの架橋点間の分子量は成分（Ａ）及び成分（
Ｂ）の各成分の数平均分子量、次式のａｉ～ｇｉ及びａｊ～ｇｊの値、及び組成物中の各
成分の濃度、に基づいて次式により定義されるものであり、硬化反応後の反応性ポリシロ
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キサンの架橋点間の分子量は、好ましくは１００，０００～２，０００，０００の範囲で
あり、更に好ましくは２００，０００～２，０００，０００の範囲である：
　（Ａ）は、３００～１５，０００の範囲の数平均分子量（Ｍｗ）を有し、かつケイ素結
合した水素原子を同一分子内に平均して少なくとも２つ有する、一般式ＭａｉＭＨ

ｂｉＤ

ｃｉＤＨ
ｄｉＴｅｉＴＨ

ｆｉＱｇｉにより表される１つ又は複数の成分を含むオルガノハ
イドロジェンポリシロキサンである。
　（Ｂ）は、３００～１００，０００の範囲の数平均分子量（Ｍｗ）を有し、かつアルケ
ニル基を同一分子内に平均して少なくとも２つ有する、一般式ＭａｊＭＶｉ

ｂｉＤｃｉＤ
Ｖｉ

ｄｊＴｅｊＴＶｉ
ｆｊＱｇｊにより表される１つ又は複数の成分を含むオルガノポリ

シロキサンである。
　（Ｃ）は、前述の成分（Ａ）及び成分（Ｂ）間の付加反応のための触媒である。
【００４１】
　前述の一般式に関し、ＭはＲ３ＳｉＯ１／２を表し、ＤはＲ２ＳｉＯ２／２を表し、Ｔ
はＲＳｉＯ３／２を表し、かつＱはＳｉＯ４／２により表されるシロキサン単位であり、
Ｒは脂肪族炭素－炭素二重結合を有さない一価の有機基であり、ＭＨ、ＤＨ、及びＴＨは
シロキサン単位であり、それぞれＭ、Ｄ、及びＴにより表されるシロキサン単位のうちの
Ｒ基の１つが、ケイ素原子の結合した水素原子により置き換えられたものであり、ＭＶｉ

、ＤＶｉ、及びＴＶｉはシロキサン単位であり、それぞれＭ、Ｄ、及びＴにより表される
シロキサン単位のうちのＲ基の１つが、炭素原子２～２０個のアルケニル基により置き換
えられたものでありａは単分子当たりの平均数であり、ｂは単分子当たりの平均数であり
、ｃは単分子当たりの平均数であり、ｄは単分子当たりの平均数であり、ｅは単分子当た
りの平均数であり、ｆは単分子当たりの平均数であり、及びｇは単分子当たりの平均数で
あり、ｉは成分（Ａ）中のｉ番目の成分を表し、かつｊは成分（Ｂ）中のｊ番目の成分を
表す。
【００４２】
　前述の架橋点間の分子量は、以下に示される、（ｉ）末端基間反応の確率指数、（ｉｉ
’）反応組成物のオルガノシロキサン鎖数指数、（ｉｉｉ）反応組成物中の原材料モル数
指数、及び（ｉｖ）反応組成物の分子量指数、のための、計算式に基づき算出される指数
値に基づくものである：
【００４３】
【数６】

【００４４】
　本明細書において、前述の指数のそれぞれを定義する式を以下に掲載する：
　（ｉ）末端基間反応の確率指数は、以下の式により表される。
【００４５】
【数７】

【００４６】
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　（ｉｉ’）反応組成物のオルガノシロキサン鎖数指数は、次式により表される。
【００４７】
【数８】

【００４８】
　なお、反応組成物の架橋点数の指数の算出において、（ａ＋ｃ）／（ｂ＋ｄ＋ｅ＋ｆ＋
ｇ）の値が、分子鎖中の反応基間のオルガノシロキサン単位の平均数が３未満であること
を表す成分は、単一の架橋点として作用するものとして考慮され、このような成分は、（
ｄ＋２ｅ＋２ｆ＋３ｇ＋１）＝０であるものと仮定して計算される。
【００４９】
　（ｉｉｉ）反応組成物における原材料モル数指数は、次式により表される。
【００５０】
【数９】

【００５１】
　（ｉｖ）反応組成物の分子量指数は次式により表される。
【００５２】
【数１０】

【００５３】
　前述の式中、αｉは、成分（Ａ）のｉ番目の成分の配合量αｗ

ｉ（重量による量）を、
成分（Ａ）に含有されるケイ素原子の結合した水素原子のＨ（モル）数と、成分（Ｂ）に
含有されるアルケニル基の数Ｖｉ（モル）との比（γ＝Ｈ（モル）／Ｖｉ（モル））によ
り除した値であり、すなわち、αｉ＝αｗ

ｉ／γであり、βｊは成分（Ｂ）のｊ番目の成
分の配合量（重量による量）を表し、Ｍｗｉは、成分（Ａ）のｉ番目の成分の数平均分子
量を表し、かつＭｗｊ、は成分（Ｂ）のｊ番目の成分の数平均分子量を表す。前述の数平
均分子量（Ｍｗ）は、核磁気共鳴（ＮＭＲ）による測定値により決定される値である。
【００５４】
　本明細書に記載の式に基づき、架橋点数及びオルガノポリシロキサンの硬化後の架橋点
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間の単位重量当たりの分子量を特定の範囲内に調節するよう分子設計することにより、得
られるシリコーンエラストマー硬化物品が、トランスデューサーの部材として好適な電気
特性及び機械的特性を有するよう調節することが可能である。このような分子設計により
、優れた特性を有する誘電体材料、トランスデューサーの部材のための誘電体材料、特に
誘電性エラストマー、及び更に、特にトランスデューサーの部材として使用するための材
料として好適な、シリコーンエラストマー硬化物品及びシリコーンエラストマーを製造す
るための、付加硬化性オルガノポリシロキサン組成物を得ることが可能である。
【００５５】
　［硬化剤（Ｃ）］
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、必須原
材料として硬化剤（Ｃ）を含む。
【００５６】
　成分（Ｃ）は、好ましくは、公知のヒドロシリル化反応触媒である。成分（Ｃ）はヒド
ロシリル化反応を促進し得る物質であるならば、本発明に使用される成分（Ｃ）に特に制
限はない。この成分（Ｃ）は、白金系触媒、ロジウム系触媒、及びパラジウム系触媒によ
り例示される。高触媒活性のため、特に白金族元素触媒及び白金族元素化合物触媒が成分
（Ｃ）として言及される。具体的制限するものではないが、白金系触媒の例は、白金微粉
、白金黒、塩化白金酸、アルコール改質塩化白金酸、オレフィン－白金錯体、白金－カル
ボニル錯体、例えば、白金ビス－アセト酢酸）、白金ビス（アセチルアセタート）、又は
同様物、塩化白金酸－アルケニルシロキサン錯体、例えば、塩化白金酸－ジビニルテトラ
メチルジシロキサン錯体、塩化白金酸－ビニルテトラメチルシクロテトラシロキサン錯体
、又は同様物、白金－アルケニルシロキサン錯体、例えば、白金－ジビニルテトラメチル
ジシロキサン錯体、白金－テトラビニルテトラメチルシクロテトラシロキサン錯体、又は
同様物、並びに塩化白金酸及びアセチレンアルコール間の錯体である。ヒドロシリル化反
応に対し高触媒活性であることに起因し、成分（Ｃ）の推奨例は、白金－アルケニルシロ
キサン錯体であり、特に白金１，３－ジビニル－１，１，３，３－テトラメチルジシロキ
サン錯体である。
【００５７】
　これに加えて、白金－アルケニルシロキサン錯体の安定性の更なる向上のため、これら
の白金－アルケニルシロキサン錯体は、１，３－ジビニル－１，１，３，３－テトラメチ
ルジシロキサン、１，３－ジアリル－１，１，３，３－テトラメチルジシロキサン、１，
３－ジビニル－１，３－ジメチル－１，３－ジフェニルジシロキサン、１，３－ジビニル
－１，１，３，３－テトラフェニルジシロキサン、１，３，５，７－テトラメチル－１，
３，５，７－テトラビニルシクロテトラシロキサン、若しくは同様物などのアルケニルシ
ロキサンオリゴマー、又はジメチルシロキサンオリゴマー、又は同様物などのオルガノシ
ロキサンオリゴマーに溶解させることもできる。具体的には、アルケニルシロキサンオリ
ゴマーに溶解させた白金－アルケニルシロキサン錯体の使用が好ましい。
【００５８】
　成分（Ｃ）の使用量は、特に制限されるものではなく、本組成物のポリシロキサン成分
の付加反応を促進可能な任意の量であってよい。ポリシロキサン成分の全重量に対し、成
分（Ｃ）（例えば、白金）中に含有される白金族金属元素の濃度は、通常、０．０１～５
００ｐｐｍの範囲であり、好ましくは０．１～１００ｐｐｍの範囲であり、更に好ましく
は０．１～５０ｐｐｍの範囲である。
【００５９】
　［誘電性無機微粒子（Ｄ）及びその他の微粒子（Ｅ０）の併用］
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、必須原
材料として硬化性オルガノポリシロキサン組成物、室温、１ｋＨｚにて１０以上の比誘電
率を有する誘電粒子（Ｄ）、及び室温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率を有する微粒子
（Ｅ０）を含有することを特徴とする。
【００６０】
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　［誘電性無機微粒子（Ｄ）］
　前述の硬化性オルガノポリシロキサンを含む硬化物品中に誘電性無機微粒子を支持する
ことにより、トランスデューサーに必要とされる物理特性及び電気特性硬化物品の両方を
満たす。
【００６１】
　例えば、誘電性無機微粒子は、以下に掲載される式（Ｄ１）により表される金属酸化物
（Ｄ１）（本明細書において、以降に場合により「金属酸化物（Ｄ１）」として略記され
る）の中から選択され得る：
　Ｍａ

ｎａＭｂ
ｎｂＯｎｃ（Ｄ１）

　（式中、
　Ｍａは、周期表の第２族の金属であり、
　Ｍｂは、周期表の第４族の金属であり、
　ｎａは、０．９～１．１の範囲の数であり、
　ｎｂは、０．９～１．１の範囲の数であり、
　ｎｃは、２．８～３．２の範囲の数である）。
【００６２】
　好ましい、金属酸化物（Ｄ１）における、周期表の第２族の金属Ｍａとしては、ベリリ
ウム（Ｂｅ）、マグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）、
及びバリウム（Ｂａ）が挙げられる。チタン（Ｔｉ）は、周期表の第４族の金属Ｍｂの好
ましい例として言及される。式（Ｘ１）により表される金属酸化物の粒子において、Ｍａ

及びＭｂは、それぞれ単一の原子であってもよく、又は２種以上の原子であってもよい。
【００６３】
　金属酸化物（Ｄ１）の具体例としては、チタン酸バリウム、チタン酸カルシウム、及び
チタン酸ストロンチウムが挙げられる。
　更に、例えば、誘電無機微粒子は、次式により表される金属酸化物（本明細書において
、以降で「金属酸化物（Ｄ２）」として略記できる）の中から選択され得る：
　Ｍａ

ｎａＭｂ’
ｎｂ’Ｏｎｃ（Ｄ２）

　（式中、
　Ｍａは、周期表の第２族の金属であり、
　Ｍｂ’は、周期表の第５族の金属であり、
　ｎａは、０．９～１．１の範囲の数であり、
　ｎｂ’は、０．９～１．１の範囲の数であり、
　ｎｃは、２．８～３．２の範囲の数である）。
【００６４】
　好ましい、金属酸化物（Ｄ２）における、周期表の第２族の金属Ｍａとしては、ベリリ
ウム（Ｂｅ）、マグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）、
及びバリウム（Ｂａ）が挙げられる。好ましい、周期表の第５族の金属原子Ｍｂ’として
は、スズ（Ｓｎ）、アンチモン（Ｓｂ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、及びインジウム（Ｉｎ
）が挙げられる。式（Ｘ２）により表される金属酸化物の粒子において、Ｍａ及びＭｂ’

は、それぞれ単一の原子であってもよく、又は２種以上の原子であってもよい。
【００６５】
　金属酸化物（Ｄ２）の具体例としては、すず酸マグネシウム、すず酸カルシウム、すず
酸ストロンチウム、すず酸バリウム、アンチモン酸マグネシウム、アンチモン酸カルシウ
ム、アンチモン酸ストロンチウム、アンチモン酸バリウム、ジルコン酸マグネシウム、ジ
ルコン酸カルシウム、ジルコン酸ストロンチウム、ジルコン酸バリウム、インジウム酸マ
グネシウム、インジウム酸カルシウム、インジウム酸ストロンチウム、インジウム酸バリ
ウム、又は同様物が挙げられる。
【００６６】
　更に、このような金属酸化物粒子と組み合わせて、チタン酸ジルコン酸鉛、チタン酸亜
鉛、チタン酸鉛、酸化チタン、又は同様物など（特に、前述のもの以外の酸化チタン複合
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体酸化物）などのその他の金属酸化物粒子の使用が許容され得る。更に、これらの例とは
異なる金属元素を含む固溶体を誘電性無機微粒子（Ｄ）として使用することもできる。こ
の場合、その他の金属原子はＬａ（ランタン）、Ｂｉ（ビスマス）、Ｎｄ（ネオジム）、
Ｐｒ（プラセオジム）、又は同様物により例示される。
【００６７】
　このような無機微粒子のなかでも、誘電性無機微粒子（Ｄ）の好ましい例としては、酸
化チタン、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸ジルコン酸鉛、及びチ
タン酸バリウム、並びにチタン酸バリウムのバリウム及びチタン部分が、カルシウム又は
ストロンチウムなどのアルカリ土類金属により部分的に置き換えられている金属酸化物複
合体、ジルコニウム、又は希土類金属、例えば、イットリウム、ネオジム、サマリウム、
又はジスプロシウムからなる群から選択される１種以上の無機微粒子が挙げられる。酸化
チタン、チタン酸バリウム、チタン酸ストロンチウム、並びにチタン酸バリウム及びジル
コン酸バリウムのバリウム部分が、カルシウムにより部分的に置き換えられている金属酸
化物複合体がより好ましく、並びに酸化チタン及びチタン酸バリウムが最も好ましい。
【００６８】
　誘電性無機微粒子（Ｄ）の形態には特に制限はなく、球状、平板状、針状、繊維状、又
は同様の形態などの任意のものを使用できる。無機微粒子の粒径には特に制限はなく、例
えば、球状微粒子がレーザー回折法により測定される場合、体積平均粒子径は、例えば０
．０１～１．０μｍの範囲であり得る。成形加工性及び被膜形成能の観点から、平均粒子
径は、好ましくは０．１～５μｍの範囲である。無機微粒子が、平板状、針様、繊維状、
又は同様の形態の不均質な微粒子である場合、このような微粒子のアスペクト比には特に
制限はないものの、アスペクト比は通常は５以上であり得る。
【００６９】
　誘電性無機微粒子の粒径分布には特に制限はなく、誘電性無機微粒子は単分散系であっ
てよく、あるいはより高密度を充填することにより、微粒子間の間隙部分を低減させるこ
とにより機械強度を向上させるよう、粒径を分散させることも可能である。粒径分布の指
標として、レーザー光散乱法により測定される累積粒径分布曲線のうち累積面積１０％（
Ｄ１０）の粒径に対する累積面積９０％（Ｄ９０）の粒径の比（Ｄ９０／Ｄ１０）は、好
ましくは２以上である。更に、粒径の分布状態（粒径及び粒子濃度の相関性）には何ら制
限はなく、いわゆるプラトー形状の分布をもたせることも可能であり、又は多峰性、すな
わち、二峰性（すなわち、２箇所に山状の分布を有する）、三峰性等の粒径分布をもたせ
ることも可能である。
【００７０】
　本発明に使用する誘電性無機微粒子について上記されるものなどの粒径分布をもたらす
ためには、例えば、異なる平均径若しくは粒径分布を有する２種以上の微粒子を併用する
こと、篩分け若しくは同様の操作により得られた粒径部分の粒子をブレンドして所望の粒
径画分をもたらすこと、又は同様の操作などの方法を採用してもよい。
【００７１】
　更に、これらの誘電性無機微粒子は、以下に記載の様々な種類の表面処理剤を用い処理
することもできる。
【００７２】
　得られる硬化物品の機械特性及び誘電体特性を考慮すると、本発明のトランスデューサ
ーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物中の誘電性無機微粒子の配合量は、組成
物の全体積に対し１０％以上であってよく、好ましくは１５％以上であり、更に好ましく
は２０％以上である。更に、この配合量は、組成物の全体積に対し好ましくは８０％以下
であり、更に好ましくは７０％以下である。
【００７３】
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、室温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘
電率を有する微粒子（Ｅ０）を更に含む。微粒子は、有機微粒子又は無機微粒子であって
よい。それらの機能に何ら特定の制限は課されないものの、好ましくは導電性無機粒子又
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は補強性無機粒子であり、より好ましくは補強性微粒子及び導電性微粒子の混合物である
。
【００７４】
　［その他の無機粒子（Ｅ）］
　好ましくは、本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、導電性無機粒子、断熱
無機粒子、及び補強性無機粒子からなる群から選択される１種以上の無機粒子（Ｅ）を更
に含み得る。
【００７５】
　導電性無機粒子が導電率を付与する限り、利用する導電性無機粒子には特に制限はなく
、かつ粒子状、フレーク状、及び繊維状（ウィスカーを含む）などの任意の形態のものを
使用できる。導電性無機粒子の具体例としては、導電性カーボンブラック、グラファイト
、単層カーボンナノチューブ、二層カーボンナノチューブ、多層カーボンナノチューブ、
フラーレン、金属内包フラーレン、カーボンナノファイバー、気相成長モノ長（mono－le
ngth）炭素（ＶＧＣＦ）、カーボンマイクロコイル、又は同様物などの導電性炭素、並び
に白金、金、銀、銅、ニッケル、スズ、亜鉛、鉄、アルミニウム、又は同様の粉末類など
の金属粉末、同様に、アンチモンドープ酸化スズ、リンドープ酸化スズ、酸化スズ／アン
チモンを用い表面処理した針状酸化チタン、酸化スズ、酸化インジウム、酸化アンチモン
、アンチモン酸亜鉛、炭素、及び酸化スズにより表面処理されたグラファイト又は炭素ウ
ィスカー、－又は同様物などの被覆顔料、少なくとも１種の導電性酸化物、例えば、スズ
ドープ酸化インジウム（ＩＴＯ）、フッ素ドープ酸化スズ（ＦＴＯ）、リンドープ酸化ス
ズ、及びリンドープ酸化ニッケルなどにより被覆された顔料、導電性を有しかつ酸化チタ
ン粒子の表面に酸化スズ及びリンを有する顔料、以下に記載の様々な種類の表面処理剤を
使用して場合により表面処理されたこれらの導電性無機粒子が挙げられる。このような導
電性無機粒子は、１種として、又は２種以上の組み合わせとして使用することもできる。
好ましくは、１０ｍ２／ｇ以上のＢＥＴ比表面積を有する導電性微粒子である。
【００７６】
　更に、導電性無機微粒子は、ガラス繊維、シリカアルミナ繊維、アルミナ繊維、カーボ
ンファイバー、若しくは同様の繊維などの繊維、ホウ酸アルミニウムウィスカー、チタン
酸カリウムウィスカー、若しくは同様物などの針様補強材料、又は金属又は同様物などの
導電性により表面被覆されたガラスビーズ、タルク、雲母、グラファイト、ウォラストナ
イト、ドロマイト、若しくは同様物などの無機充填材料、であってよい。
【００７７】
　導電性無機粒子を組成物に配合することにより、ポリシロキサン硬化物品の比誘電率を
増大させることができる。硬化性オルガノポリシロキサン組成物に対するこのような導電
性無機粒子の配合量は、好ましくは０．０１～１０重量％の範囲であり、更に好ましくは
０．０５～５重量％の範囲である。配合量が前述の好ましい範囲から逸脱するとき、配合
効果は得られず、又は硬化物品の絶縁破壊強度は低下し得る。
【００７８】
　本発明で利用される誘電性無機粒子は、任意の一般的な公知の誘電無機材料であってよ
い。すなわち、１０１０～１０１９Ｏｈｍ・ｃｍの体積抵抗値を有する、任意の無機材料
の粒子を、制限なく使用することができ、及び粒子状、薄片状、及び繊維状（ウィスカー
を含む）などの任意の形態を使用できる。好ましい具体例としては、球状粒子、平板状粒
子、及びセラミック繊維、アルミナ、雲母及びタルク又は同様物などの金属珪酸塩粒子、
並びに石英、ガラス、又は同様物などが挙げられる。更に、このような誘電性無機粒子は
、以下に記載の様々な種類の表面処理剤を使用して表面処理されてもよい。このような導
電性無機粒子は、１種として、又は２種以上の組み合わせとして使用することもできる。
【００７９】
　誘電性無機粒子を組成物に配合することにより、ポリシロキサン硬化物品の機械強度及
び絶縁破壊強度を増大させることが可能となり、比誘電率も、場合により増大が観察され
得る。硬化性オルガノポリシロキサン組成物に対するこのような誘電性無機粒子の配合量
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は、好ましくは０．１～２０重量％の範囲であり、更に好ましくは０．１～５重量％の範
囲である。誘電性無機粒子の配合量が上記の好ましい範囲から逸脱するとき、配合効果は
得られず、又は硬化物品の機械強度も低下し得る。
【００８０】
　本発明において使用される補強性無機粒子の例は、ヒュームドシリカ、湿式シリカ、粉
末シリカ、炭酸カルシウム、ケイソウ土、微粉石英、様々な種類の非アルミナ金属酸化物
粉末、ガラス繊維、炭素繊維、又は同様物である。更に、以下に記載の様々な種類の表面
処理剤を使用する処理前に、このような補強性無機粒子を使用することもできる。本明細
書において、補強性無機粒子の粒径又はＢＥＴ比表面積には何ら制限はないものの、機械
強度の改良の観点から、比表面積は、好ましくは５０ｍ２／ｇ以上５００ｍ２／ｇ以下、
より好ましくは５０ｍ２／ｇ以上３００ｍ２／ｇ以下であり、ヒュームドシリカが特に好
ましい。更に、分散性の改良の観点から、ヒュームドシリカは、好ましくは以下に記載の
シリカカップリング剤を使用して表面処理される。しかしながら、（Ａ）硬化性オルガノ
ポリシロキサン組成物が付加硬化型オルガノポリシロキサン組成物であるとき、シラザン
を使用し表面処理されたヒュームドシリカは補強性無機粒子として使用されない。これら
の補強性無機粒子は、単一種として使用することもでき、又は２種以上の組み合わせとし
て使用することもできる。
【００８１】
　補強性無機粒子を組成物に配合することにより、ポリシロキサン硬化物品の機械強度及
び絶縁破壊強度を増大させることが可能となる。硬化性オルガノポリシロキサン組成物に
対するこれらの補強性無機粒子の配合量は、好ましくは０．１～３０重量％の範囲であり
、更に好ましくは０．１～１０重量％の範囲である。配合量が上記の好ましい範囲から逸
脱するとき、配合効果及び無機粒子は得られず、硬化性オルガノポリシロキサン組成物の
成形加工性は低下し得る。
【００８２】
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物には、熱伝導性無機粒子を更に含ませる
こともできる。熱伝導性無機粒子例は、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、酸化ニッケル、酸
化バナジウム、酸化銅、酸化鉄、酸化銀、又は同様物などの金属酸化物粒子、及び窒化ア
ルミニウム、窒化ホウ素、炭化ケイ素、窒化ケイ素、炭化ホウ素、炭化チタン、ダイヤモ
ンド、ダイヤモンド様炭素、又は同様物などの無機化合物粒子である。酸化亜鉛、窒化ホ
ウ素、炭化ケイ素、及び窒化ケイ素が好ましい。これらの熱伝導性無機粒子を組成物に配
合することにより、ポリシロキサン硬化物品の熱伝導率を増大させることが可能となる。
硬化性オルガノポリシロキサン組成物に対して、これらの補強性無機粒子の配合量は、好
ましくは０．１～３０重量％の範囲である。
【００８３】
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物の好ましい
実施形態として、全オルガノポリシロキサン組成物に対し１０～９０重量％の量で成分（
Ｄ）、及び０．０５～２０重量％の量で成分（Ｅ０）を含む組成物が挙げられる。より好
ましくは、組成物は、５～９０重量％の硬化性オルガノポリシロキサン、室温、１ｋＨｚ
にて１０以上の比誘電率を有する１０～９３．９重量％の誘電性無機微粒子（Ｄ）、室温
、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率を有する１～２０重量％の補強性微粒子（Ｅ１）、室
温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率を有する０．０５～１０重量％の導電性微粒子（Ｅ
２）を含む。
【００８４】
　［無機粒子又は同様物の表面処理］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物に使用される前述の誘電性無機微粒子（
Ｄ）及び前述のその他の微粒子（Ｅ０）の部分又は全量を、少なくとも１種の表面処理剤
の使用により表面処理することもできる。表面処理の種類に特に制限はなく、このような
表面処理の例は、親水化処理及び疎水化処理である。疎水化処理が好ましい。疎水化処理
を施した無機粒子を使用するとき、オルガノポリシロキサン組成物中の無機粒子の充填度
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を増加させることも可能となる。更に、組成物の粘度を抑えることで、成形加工性が向上
される。
【００８５】
　表面処理剤を使用して無機粒子を処理（又は被覆処理）することにより、前述の表面処
理を実施することもできる。疎水化に使用される表面処理剤の例は、有機チタン化合物、
有機ケイ素化合物、有機ジルコニウム化合物、有機アルミニウム化合物、及び有機リン化
合物からなる群から選択される少なくとも１種の表面処理剤である。表面処理剤は、単一
種として使用することもでき、又は２種以上の組み合わせとして使用することもできる。
【００８６】
　有機チタン化合物の例は、アルコキシチタン、チタンキレート、チタンアクリレート、
又は同様物などのカップリング剤である。このような化合物のなかでも好ましいカップリ
ング剤の例は、テトライソプロピルチタナート又は同様物などのアルコキシチタン化合物
、及びテトライソプロピルビス（ジオクチルホスファート）チタナート又は同様物などの
チタンキレートである。
【００８７】
　有機ケイ素化合物の例は、シラン、シラザン、シロキサン、又は同様物などの低分子量
有機ケイ素化合物、及びポリシロキサン、ポリカルボシロキサン、又は同様物などの有機
ケイ素ポリマー又はオリゴマーである。好ましいシランの例は、いわゆるシランカップリ
ング剤である。このようなシランカップリング剤の代表例としては、アルキルトリアルコ
キシシラン（メチルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ヘキシルトリメト
キシシラン、オクチルトリメトキシシラン、又は同様物など）、有機官能基含有トリアル
コキシシラン（グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、エポキシシクロヘキシルエチ
ルトリメトキシシラン、メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン、アミノプロピル
トリメトキシシラン、又は同様物など）である。好ましいシロキサン及びポリシロキサン
としては、ヘキサメチルジシロキサン、１，３－ジヘキシル－テトラメチルジシロキサン
、トリアルコキシシリル単末端化（single-terminated）ポリジメチルシロキサン、トリ
アルコキシシリル単末端化ジメチルビニル単末端化ポリジメチルシロキサン、トリアルコ
キシシリル単末端化有機官能基単末端化ポリジメチルシロキサン、トリアルコキシシリル
両末端化（doubly terminated）ポリジメチルシロキサン、有機官能基両末端化ポリジメ
チルシロキサン、又は同様物が挙げられる。シロキサンを使用するとき、シロキサン結合
の数ｎは、好ましくは２～１５０の範囲である。好ましいシラザンの例は、ヘキサメチル
ジシラザン、１，３－ジヘキシル－テトラメチルジシラザン、又は同様物である。好まし
いポリカルボシロキサンの例は、ポリマー主鎖内にＳｉ－Ｃ－Ｃ－Ｓｉ結合を有するポリ
マーである。
【００８８】
　有機ジルコニウム化合物の例は、テトライソプロポキシジルコニウム又は同様物、及び
ジルコニウムキレートなどのアルコキシジルコニウム化合物である。
【００８９】
　有機アルミニウム化合物の例は、アルコキシアルミニウム及びアルミニウムキレートで
ある。
【００９０】
　有機リン化合物の例は、亜リン酸エステル、リン酸エステル、及び亜リン酸キレートで
ある。
【００９１】
　これらの表面処理剤のなかでも、有機ケイ素化合物が好ましい。このような有機ケイ素
化合物のなかでも、シラン、シロキサン、及びポリシロキサンが好ましい。前述の通り、
アルキルトリアルコキシシラン及びトリアルコキシシリル単末端化ポリジメチルシロキサ
ンの使用が最も好ましい。
【００９２】
　前述の無機粒子の総量に対する表面処理剤の比は、好ましくは、０．１重量％以上１０
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重量％以下であり、この範囲は、更に好ましくは０．３重量％以上５重量％以下である。
更に、処理濃度は供給処理剤に対する供給無機粒子の比（重量比）であり、好ましくは、
処理後に過剰な処理剤が取り除かれる。
【００９３】
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物の好ましい
実施形態として、必要に応じ原材料：（Ａ１１）分子の両末端に、ケイ素原子を結合した
水素原子を有し、かつ０．０１～１．０％の重量含量で水素原子を有する、少なくとも１
種のオルガノハイドロジェンポリシロキサン、（Ａ１２）単一分子内に、少なくとも３個
のケイ素原子を結合した水素原子を有し、かつ０．０３～２．０％の重量含量で水素原子
を有する少なくとも１種のオルガノハイドロジェンポリシロキサン、（Ａ２）単一分子内
に少なくとも２個のアルケニル基を有し、かつ０．０５～０．５重量％のアルケニル基を
有する少なくとも１種のオルガノポリシロキサン、（Ｃ１）ヒドロシリル化反応触媒、（
Ｄ）室温、１ｋＨｚにて１０以上の比誘電率を有する誘電性無機微粒子、及び（Ｅ０）室
温、１ｋＨｚにて１０未満の比誘電率を有する微粒子、を含む組成物が言及される。
【００９４】
　本明細書において、（Ａ１１）は、好ましくはジメチルヒドロジェンシロキシ基で封鎖
されたポリジメチルシロキサンである。好ましい（Ａ１２）の例としては、トリメチルシ
ロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルハイドロジェンシロキサンコポリマー
及びジメチルヒドロジェンシロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルハイドロ
ジェンシロキサンコポリマーが挙げられる。一方、成分（Ａ２）の例は、ジメチルビニル
シロキシ基で封鎖されたポリジメチルシロキサンである。機械特性、誘電体特性、耐熱性
、又は同様の特性などの、トランスデューサー材料特性を更に最適化する目的で、ポリマ
ーのメチル基の部分をエチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、又はフェニル基に
より置き換えることもできる。
【００９５】
　水素原子の重量含量及びアルケニル基の重量含量が前述の範囲内であるならば、（Ａ１
１）、（Ａ１２）、及び（Ａ２）の分子量には特に制限はない。しかしながら、シロキサ
ン単位の数は好ましくは５～１，５００である。
【００９６】
　［表面処理の方法］
　本発明のトランスデューサー用途のための硬化性オルガノポリシロキサン組成物中の前
述の成分（Ｄ）、前述の成分（Ｅ０）の表面処理の方法に特に制限はないものの、表面処
理は、好ましくは、硬化性オルガノポリシロキサンの少なくとも部分、前述の成分（Ｄ）
、前述の成分（Ｅ０）、及び１種以上の表面処理剤を、機械的手段により混練することに
よりなされる。具体的には、好ましい表面処理剤はシラザン、オルガノポリシロキサン、
シランカップリング剤又はこれらの混合物であり、硬化性組成物は、好ましくは、２軸押
出し機、２軸混練機、及び一枚羽根式押出機からなる群から選択される少なくとも１種の
機械的手段を使用して、硬化性オルガノポリシロキサンの少なくとも部分、前述の成分（
Ｄ）、前述の成分（Ｅ０）、及び１種以上の表面処理剤を混練することによる微粒子の表
面処理工程を含む製造方法により得られる。
【００９７】
　［添加剤（Ｆ）］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、離型性又は絶縁破壊特性を改良する
ための添加剤（Ｆ）を更に含み得る。このポリシロキサン組成物を硬化させることにより
薄型シートとして得られる電気的に活性なシリコーンエラストマーシートは、トランスデ
ューサーを構成する電気的に活性なフィルム（誘電体層又は電極層）としての利点を備え
使用することもできる。しかしながら、薄型フィルムの成型中のシリコーンエラストマー
シートの離型性が乏しいとき、特に、誘電体膜が高速で製造されるとき、誘電体膜は取り
出しに起因する損傷を受け得る。しかしながら、本発明のトランスデューサーのための硬
化性オルガノポリシロキサン組成物は優れた離型性を有し、したがって本硬化性オルガノ
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ポリシロキサン組成物は、フィルムを損傷させずにフィルムの産生速度を改良させ得ると
いう点で有利なものである。この添加剤は、本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成
物のこれらの特徴を更に改良し、この添加剤は、単一の種類のものとして、又は２種以上
の組み合わせとして使用することもできる。その一方で、添加剤の名称通り、シリコーン
エラストマーシートの絶縁破壊強度を改良するため、絶縁破壊特性を改良するための添加
剤が使用される。更に、このような成分（Ｆ）のうちいくつかは、前述の成分（Ｅ０）と
実質的に重複し得る。
【００９８】
　使用可能な離型改良剤（すなわち、離型剤）例は、カルボン酸型離型剤、エステル型離
型剤、エーテル型離型剤、ケトン型離型剤、アルコール型離型剤、又は同様物である。こ
のような離型剤は、単一種として使用することもでき、又は２種以上の組み合わせとして
使用することもできる。これに加え、前述の離型剤はケイ素原子を含有しないものの、ケ
イ素原子を含有する離型剤を使用することも可能であり、あるいはこれらの離型剤の混合
物を使用することも可能である。
【００９９】
　ケイ素原子を含有しない離型剤も選択することができ、例えば、飽和又は不飽和脂肪族
カルボン酸、例えば、パルミチン酸、ステアリン酸、又は同様物など、このような脂肪族
カルボン酸のアルカリ金属塩（ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸マグネシウム、ス
テアリン酸カルシウム、又は同様物）；脂肪族カルボン酸及びアルコールのエステル（２
－エチルヘキシルステアラート、グリセリントリステアラート、ペンタエリスリトールモ
ノステアラート、又は同様物など）、脂肪族炭化水素（液体パラフィン、パラフィンワッ
クス、又は同様物）、エーテル（ジステアリルエーテル、又は同様物）、ケトン（ジステ
アリルケトン、又は同様物）、高級アルコール（２－ヘキサデシルオクタデカノール、又
は同様物）、及びこのような化合物の混合物からなる群から選択される。
【０１００】
　ケイ素原子含有離型剤は、好ましくは非硬化シリコーン系離型剤である。このようなシ
リコーン型離型剤の具体例としては、非有機変性シリコーン油、例えば、ポリジメチルシ
ロキサン、ポリメチルフェニルシロキサン、ポリ（ジメチルシロキサン－メチルフェニル
シロキサン）コポリマー、ポリ（ジメチルシロキサン－メチル（３，３，３－トリフルオ
ロプロピル）シロキサンコポリマー、又は同様物など、並びに変性シリコーンオイル、例
えば、アミノ変性シリコーン、アミノポリエーテル変性シリコーン、エポキシ変性シリコ
ーン、カルボキシル変性シリコーン、ポリオキシアルキレン変性シリコーン、又は同様物
などが挙げられる。このようなケイ素原子含有離型剤は、線状、部分分岐型線状、又は環
状などの任意の構造を有し得る。これに加え、２５℃下では、このようなシリコーンオイ
ルの粘度には特に制限はない。この粘度は、好ましくは１０～１００，０００ｍＰａ・ｓ
の範囲であり、更に好ましくは５０～１０，０００ｍＰａ・ｓの範囲である。
【０１０１】
　硬化性オルガノポリシロキサンの総量に対する離型改良剤の配合量には特に制限はない
ものの、この量は、好ましくは０．１重量％以上３０重量％以下である。
【０１０２】
　他方、絶縁破壊性改良剤は、好ましくは電気絶縁改良剤である。絶縁破壊性改良剤の例
は、アルミニウム又はマグネシウム水酸化物又は塩、粘土鉱物、及びこのような混合物で
ある。具体的には、絶縁破壊特徴改良剤は、ケイ酸アルミニウム、硫酸アルミニウム、水
酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、焼成粘土、モンモリロナイト、ハイドロタルサ
イト、タルク、及びこのような剤の混合物からなる群から選択することもできる。これに
加え、必要に応じて、この絶縁改良剤を、前述の表面処理方法により表面処理することも
できる。
【０１０３】
　この絶縁改良剤の配合量には特に制限はない。この配合量は、硬化性オルガノポリシロ
キサンの総量に対し好ましくは０．１重量％以上３０重量％以下の範囲である。
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【０１０４】
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、誘電体官能基を有する前述の反応性
オルガノポリシロキサンとは異なる別のオルガノポリシロキサンを含み得る。
【０１０５】
　［硬化機序］
　同様の方法において、本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、分子中に、高
誘電性官能基、及び縮合硬化反応、付加硬化反応、過酸化物硬化反応、又は光硬化反応に
より反応し得る少なくとも１つの基を有する化合物を更に含み得る。前述の硬化反応によ
り、この高誘電性官能基が、得られる硬化物品（すなわち、電気的に活性なシリコーンエ
ラストマー）に導入される。
【０１０６】
　［高誘電性官能基の導入］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物に関し、前述の反応性オルガノポリシロ
キサンの部分又は全部は、高誘電性官能基を更に有する反応性オルガノポリシロキサンで
あってもよい。
【０１０７】
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物を硬化する
ことにより得られる電気的に活性なシリコーンエラストマーを誘電体層に使用する場合、
誘電体層の比誘電率は好ましくは高く、かつエラストマーの比誘電率を向上させる目的で
高誘電性官能基を導入することもできる。
【０１０８】
　具体的には、誘電特性は、硬化性オルガノポリシロキサン組成物、並びに高誘電特性を
付与するための成分を硬化性オルガノポリシロキサン組成物に添加するなどの方法、硬化
性オルガノポリシロキサン組成物を構成するオルガノポリシロキサン成分に高誘電性基を
導入する方法、又はこのような方法の組み合わせなどにより、硬化性オルガノポリシロキ
サン組成物を硬化することにより得られる硬化電気活性シリコーンエラストマーに関し増
加し得る。このような特定の実施形態及び導入可能な高誘電体官能基を以下に例示する。
【０１０９】
　第１の実施形態では、高誘電性基を有する有機ケイ素化合物を含む硬化性オルガノポリ
シロキサン組成物から、トランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成
物が形成される。この硬化性組成物において、硬化性組成物に含有される反応性オルガノ
ポリシロキサンの部分又は全部は、高誘電性官能基を更に有する反応性オルガノポリシロ
キサンであり、硬化により得られる電気的に活性なシリコーンエラストマーの比誘電率は
増大される。
【０１１０】
　第２の実施形態では、高誘電体基を有する有機ケイ素化合物が硬化性オルガノポリシロ
キサン組成物に添加され、混合物を硬化することで、増大された比誘電率を有する電気的
に活性なシリコーンエラストマーが得られる。高誘電体基を有する有機ケイ素化合物を、
硬化のために使用される成分とは別個に本硬化性組成物に加えることもできる。
【０１１１】
　第３の実施形態では、高誘電基、及び硬化性組成物中に含有される反応性オルガノポリ
シロキサンとの反応性を有する官能基を有する有機化合物を硬化性オルガノポリシロキサ
ン組成物に添加することにより、硬化により得られる電気的に活性なシリコーンエラスト
マーの比誘電率が増大する。本硬化性組成物中の反応性オルガノポリシロキサンと反応性
である有機化合物の官能基により、有機化合物及びオルガノポリシロキサン間に結合が形
成される結果として、硬化により得られる電気的に活性なシリコーンエラストマーに高誘
電基が導入される。
【０１１２】
　本発明の第４の実施形態では、硬化性オルガノポリシロキサン組成物と相溶性であり、
かつ高誘電基を有する有機化合物を、硬化性オルガノポリシロキサン組成物に添加するこ
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とにより、硬化により得られる電気的に活性なシリコーンエラストマーの比誘電率が増大
する。本硬化性組成物中の有機化合物及びオルガノポリシロキサン間が混和性であること
から、これらの高誘電基を有する有機化合物は、硬化により得られる電気的に活性なシリ
コーンエラストマーマトリックスに組み込まれる。
【０１１３】
　本発明の高誘電基に特に制限はなく、かつ高誘電基は、本発明の硬化性オルガノポリシ
ロキサン組成物を硬化することにより得られる、得られる硬化物品の誘電特性を基を含有
しない場合の誘電特性と比較して増大させることのできる任意の基であってよい。制限す
るものではないが、本発明において使用される高誘電基の例を以下に挙げる。
【０１１４】
　ａ）ハロゲン原子及びハロゲン原子含有基
　ハロゲン原子に特に制限はなく、ハロゲン原子の例は、フッ素原子及び塩素原子である
。ハロゲン化アルキル基、ハロゲン化アリール基、及びハロゲン化アリールアルキル基に
より例示されるものなどのフッ素原子及び塩素原子から選択される１種以上のうち１つ以
上の原子を有する有機基としてハロゲン原子含有基を選択することもできる。ハロゲン含
有有機基の具体例としては、クロロメチル基、３－クロロプロピル基、３，３，３－トリ
フルオロプロピル基、及びペルフルオロアルキル基が挙げられるがこれらに限定されない
。このような基の導入により、本発明の硬化物品の離型性、及び組成物から得られた硬化
物品の離型性の改良を見込むことが可能となる。
【０１１５】
　ｂ）窒素原子含有基
　窒素原子含有基の例は、ニトロ基、シアノ基（例えば、シアノプロピル基、及びシアノ
エチル基）、アミド基、イミド基、ウレイド基、チオウレイド基、及びイソシアネート基
である。
【０１１６】
　ｃ）酸素原子含有基
　酸素原子含有基の例は、エーテル基、カルボニル基、及びエステル基である。
【０１１７】
　ｄ）複素環基
　複素環基の例は、イミダゾール基、ピリジン基、フラン基、ピラン基、チオフェン基、
フタロシアニン基、及びこのような基の錯体である。
【０１１８】
　ｅ）ホウ素含有基
　ホウ素含有基の例は、ボレートエステル基及びホウ酸塩基である。
【０１１９】
　ｆ）リン含有基
　リン含有基の例は、ホスフィン基、ホスフィンオキシド基、ホスホン酸エステル基、亜
リン酸エステル基、及びリン酸エステル基である。
【０１２０】
　ｇ）硫黄含有基
　硫黄含有基の例は、チオール基、チオエーテル基、スルホキシド基、スルホン基、チオ
ケトン基、スルホン酸エステル基、及びスルホンアミド基である。
【０１２１】
　［その他の任意選択的な原材料：硬化遅延剤又は同様物］
　本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、通常、
オルガノポリシロキサン組成物に配合される添加剤を含み得る。本発明のトランスデュー
サーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物の目的を損なわなければ、硬化遅延剤
（硬化抑制剤）、難燃剤、耐熱性改良剤、着色剤、溶媒、又は同様物などの任意の添加剤
を配合可能である。硬化性オルガノポリシロキサン組成物が付加反応硬化型オルガノポリ
シロキサン組成物である場合、硬化遅延剤（硬化抑制剤）の例には、２－メチル－３－ブ
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チン－２－オール、３，５－ジメチル－１－ヘキシン－３－オール、２－フェニル－３－
ブチン－２－オール、又は同様物などのアルキンアルコール、３－メチル－３－ペンテン
－１－イン、３，５－ジメチル－３－ヘキセン－１－イン、又は同様物などのエニン化合
物、及びベンゾトリアゾールが挙げられるがこれらに限定されない。硬化遅延剤（硬化抑
制剤）が利用される濃度は、総組成物（重量基準）に対し好ましくは、１～５０，０００
ｐｐｍの範囲である。
【０１２２】
　［ハイブリッド式］
　本発明の目的を損なわなければ、本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノ
ポリシロキサン組成物を、オルガノポリシロキサン以外のポリマーと組み合わせることに
よるハイブリダイゼーションが可能である。オルガノポリシロキサンよりも高誘電率を有
するポリマーを、オルガノポリシロキサンとハイブリダイゼーションさせることにより、
本発明の組成物の誘電率、及び組成物から得られる硬化物品の誘電率を増大させることも
可能である。ハイブリダイゼーションは、オルガノポリシロキサンと非オルガノポリシロ
キサンポリマーとのいわゆるポリマーブレンド、並びにオルガノポリシロキサンとその他
のポリマーとを共に結合させる（すなわち、いわゆる共重合）ことによる縮合ポリマーの
形成を包含する。
【０１２３】
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、縮合硬化性、付加硬化性、過酸化物
硬化性、又は光硬化性であるものの、付加硬化オルガノポリシロキサン組成物が好ましい
。この硬化性システムには、アクリル基、メタクリル基、エポキシ基、又はチオール基に
対し前述の誘電官能基を付加する方法による、オルガノポリシロキサン分子鎖の導入を更
に包含させることもできる。付加硬化反応に加えて、この光硬化性部分又は電子ビーム硬
化性部分を使用することにより、光硬化反応又は電子ビーム硬化反応を使用することも可
能である。反応を併用する場合、前述の硬化性組成物には、光又は電子ビーム（（メタ）
アクリレートエステル及び多官能性（メタ）アクリレート化合物など）により硬化可能な
モノマー及び／又はオリゴマーとして公知の化合物を更に添加することもできる。加えて
、いわゆる光増感剤を添加することもできる。
【０１２４】
　［機械特性］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物の硬化により得られるトランスデューサ
ーのための部材である誘電体シリコーンエラストマーは、厚さ２．０ｍｍのシートに熱成
型することにより、ＪＩＳ　Ｋ　６２４９に基づき測定される以下の機械特性を有するこ
とが可能である。しかしながら、本誘電体シリコーンエラストマー及びその他の必要とさ
れる電気特性用途に従って、これらの機械特性範囲外の機械特性を有する誘電体シリコー
ンエラストマーを使用することも可能である。
　（１）室温でのヤング率（ＭＰａ）は０．１～１０ＭＰａの範囲に設定することができ
、特に好ましい範囲は０．１～２．５ＭＰａである。
　（２）室温での引き裂き強さ（Ｎ／ｍｍ）は１Ｎ／ｍｍ以上に設定することができ、特
に２Ｎ／ｍｍ以上の範囲である。
　（３）室温での引き裂き強さ（ＭＰａ）は１ＭＰａ以上に設定することができ、特に好
ましくは２ＭＰａ以上の範囲である。
　（４）破断点伸び（％）は１００％以上に設定することができ、トランスデューサーの
変位量の観点から、特に好ましくは２００～１，０００％の範囲である。
【０１２５】
　［誘電特性］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物の硬化により得られるトランスデューサ
ーの部材である誘電シリコーンエラストマーは、以下に記載の誘電特性を有する。具体的
には、本発明の１つの重要な特徴として、本発明の組成物による上記のものなどの機械特
性の獲得に加え、組成物は低周波領域において優れた比誘電率を示す。
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　（１）硬化性オルガノポリシロキサン組成物が厚さ０．０７ｍｍのシートに熱成型され
るとき、絶縁破壊強度（Ｖ／μｍ）は２０Ｖ／μｍ以上に設定することができる。好まし
い絶縁破壊強度はトランスデューサーの用途に従って変化するものの、３０Ｖ／μｍ以上
の範囲の絶縁破壊強度が特に好ましい。
　（２）硬化性オルガノポリシロキサン組成物を厚さ１ｍｍのシートに熱成型するとき、
１ＭＨｚの測定周波数かつ２３℃の測定温度で測定される比誘電率は３．０以上に設定す
ることができる。好ましい比誘電率は、誘電体層に必要とされる形態及びトランスデュー
サーの種類に従って変化し得るものの、前述の測定条件下で特に好ましい比誘電率範囲は
５．０以上である。
【０１２６】
　［製造方法］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、硬化性オルガノポリシロキサン成分
、硬化触媒、室温、１ｋＨｚにて１０以上の比誘電率を有する誘電性無機微粒子、前述の
成分（Ｅ０）（好ましくは少なくとも１種の無機粒子）及びその他の添加剤を、押出機又
は混練機（例えば、２軸押出し機、２軸混練機、及び一枚羽根式押出機からなる群から選
択される少なくとも１種の機械的手段）に添加し、次に混合物を混練することにより製造
することができる。具体的には、少なくとも５，０００（Ｌ／ｈ）の自由体積を有する２
軸押出機を使用して、反応性オルガノポリシロキサン成分、誘電性無機微粒子、及び表面
処理剤を混練することにより、本発明は、充填剤を高濃度（例えば、少なくとも８０重量
％）で含むシリコーンゴム複合体（マスターバッチ）を形成することもできる。次に、そ
の他の反応性オルガノポリシロキサン成分、硬化触媒、及びその他の成分が好ましくは添
加され、混練され、硬化性オルガノポリシロキサン組成物が製造される。
【０１２７】
　更に、本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、好ましくは、２軸押出し機、
２軸混練機、及び一枚羽根式押出機からなる群から選択される少なくとも１種の機械的手
段を使用して、少なくとも一部の硬化性オルガノポリシロキサン、前述の成分（Ｄ）、前
述の成分（Ｅ０）、及び１種以上の表面処理剤を混練し、充填剤の含有量を、前述の混合
手順により調製される組成物の５０質量％以上、より好ましくは８０質量％以上に調節す
ることにより得られる中間体を含む。
【０１２８】
　前述の製造方法により得られるトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキ
サン組成物の硬化性オルガノポリシロキサン組成物中に、誘電性無機微粒子が良好にかつ
高密度に分散され、したがって、良好な電気特性及び機械特性を有するトランスデューサ
ーの部材を製造することが可能である。加えて、トランスデューサーの部材の製造中に均
一なフィルム様硬化物品を得ることも可能であり、得られるフィルム様硬化物品の電気特
性及び機械特性は優れており、かつ積層又は同様のプロセスの際の取り扱い性が優れてい
る。
【０１２９】
　前述の混練プロセスにおいて、加硫剤（硬化触媒）を含有しないシリコーンゴム化合物
（マスターバッチ）の形成中の温度には特に制限はない。しかしながら、この温度は４０
℃～２００℃の温度に設定され、１００℃～１８０℃の範囲に設定することができる。２
軸押出機又は同様の装置を使用する連続プロセスにおいて、処理中の滞留時間を約３０秒
～５分間に設定することもできる。
【０１３０】
　［本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物の使用］
　本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物の硬化又は半硬化により得られる電気的
に活性なシリコーンエラストマーの誘電特性及び機械特性により、人工筋肉、アクチュエ
ーター、センサー、及び電気生成構成要素（electricity generating elements）からな
る群から選択されるトランスデューサーの部材として特に有用性がある。具体的には、当
該部材は、硬化性オルガノポリシロキサン組成物をシート様又はフィルム様形状に成型後
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、一般的に、加熱、高エネルギー線照射、又は同様の処理により硬化される。硬化性オル
ガノポリシロキサン組成物のフィルム様形状への成型方法に特に制限はないものの、その
方法は、公知の様々な被覆方法；硬化性オルガノポリシロキサン組成物を、所望の形状の
スロットを取り付けた押出機に通過させることによる成型方法、その他の方法により例示
される。
【０１３１】
　［エラストマーフィルム及び積層］
　この種類のフィルム様硬化性オルガノポリシロキサン組成物の厚みは、例えば、０．１
μｍ～５，０００μｍの範囲に設定することができる。前述のコーティング方法、及び揮
発性溶媒の非存在又は存在に依存して、得られる硬化物品の厚みは、組成物の塗布時の厚
みよりも薄くすることもできる。
【０１３２】
　前述の方法によるフィルム様硬化性オルガノポリシロキサン組成物の製造後、熱硬化、
室温硬化、又は高エネルギー線照射による硬化を実施し、かつ所望により、誘電性無機微
粒子に対し、対象とする方位方向に電場若しくは磁場をかけることもでき、又は所定の期
間にわたって磁場又は電場をかけることにより充填剤を配向させた後で、硬化させること
もできる。各硬化操作若しくは各硬化操作中の条件に対し特に制限はないものの、硬化性
オルガノポリシロキサン組成物が付加型の硬化性オルガノポリシロキサン組成物である場
合、硬化は、好ましくは９０℃～１８０℃の温度範囲において、この温度範囲を３０秒～
３０分間維持することにより実施される。
【０１３３】
　トランスデューサーのためのシリコーンエラストマーには特に制限はなく、この厚みは
例えば、１～２，０００μｍであってよい。本発明のトランスデューサーのためのシリコ
ーンエラストマーは、１層又は２層以上の層として重ねることもできる。更に、誘電性エ
ラストマー層の両端部に電極層を提供することもでき、重ねられた複数の電極層、及び誘
電性エラストマー層から構成される、トランスデューサーそのものの構成に使用すること
もできる。このような構成のための、トランスデューサーのためのシリコーンエラストマ
ーの単層あたりの厚みは、０．１μｍ～１，０００μｍであってよい。このような層が少
なくとも２層重ねられる場合、１層当たりの厚みは０．２μｍ～２，０００μｍであり得
る。
【０１３４】
　前述の方式で重ねられた２層以上のシリコーンエラストマー硬化層の成型方法には特に
制限はないものの、方法は、（１）硬化性オルガノポリシロキサン組成物を基材に対し被
覆すること（被覆中、硬化シリコーンエラストマー層が得られ、次に同じ硬化層に硬化性
オルガノポリシロキサン組成物が更に塗布され、繰り返し塗布及び硬化され、積層物とさ
れる）、（２）硬化性オルガノポリシロキサン組成物を未硬化又は半硬化状態で積層方法
において基材に対し被覆し、硬化性オルガノポリシロキサン組成物（積層方法において被
覆されたもの）を完全に硬化すること、あるいは（１）及び（２）の方法を併用する方法
、などを使用することもできる。
【０１３５】
　例えば、硬化性オルガノポリシロキサン組成物はダイコーティングにより基材に対し塗
布することができ、硬化することができ、重ねることにより２層以上のこのようなシリコ
ーンエラストマー硬化層を形成することができ、シリコーンエラストマー硬化層は、本発
明において製造する電極層に取り付けることもできる。この構成に関し、重ねられた２以
上のシリコーンエラストマー硬化層は好ましい誘電体層であり、電極は好ましくは導電性
層である。
【０１３６】
　ダイコーティングによる高速コーティングが可能であり、かつこのコーティング方法は
高生産性である。オルガノポリシロキサン組成物を含有する単層を被覆後に本発明の多層
構成体を有するトランスデューサーは、異なるオルガノポリシロキサン組成物を含有する
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層を被覆することにより製造してもよい。更に、それぞれのオルガノポリシロキサン組成
物を含有する複数の層を同時に被覆することによる製造も可能である。
【０１３７】
　トランスデューサーのための部材である薄型フィルム様シリコーンエラストマーは、前
述の硬化性オルガノポリシロキサン組成物を基材に対し塗布し、次にこの組立体(assembl
y)を室温にて、及び加熱により、又は紫外線又は同様の化学線などの高エネルギー線照射
を用い、硬化することで得ることもできる。加えて、薄型フィルム様誘電体シリコーンエ
ラストマーが重ねられるとき、未硬化オルガノポリシロキサン組成物を硬化層に塗布し、
次に連続的に硬化することもでき、又は未硬化の硬化性オルガノポリシロキサン組成物を
複数の層として重ね、次にこの層を同時に硬化することもできる。
【０１３８】
　前述の薄型フィルム様シリコーンエラストマーは、トランスデューサーのための誘電体
層として特に有用である。薄型フィルム様シリコーンエラストマーの両末端に電極層を配
置することにより、トランスデューサーを形成することも可能である。更に、導電性無機
粒子を本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物に配合することにより、電極層とし
て機能性を提供することも可能である。更に本発明の特許明細書における「電極層」は、
時として単に「電極」として参照される。
【０１３９】
　トランスデューサーのための前述の部材の一実施形態は、シート様又はフィルム様であ
る。膜厚は概して１μｍ～２，０００μｍであり、フィルムは単層、２層以上の層、又は
更に複数の積層体である構造を有し得る。更に、所望される場合、誘電体層として使用す
るとき、重ねられた電気的に活性なシリコーンエラストマー層は５μｍ～１０，０００μ
ｍの膜厚で使用することができ、あるいはこのような層を重ねてより厚みをもたせること
もできる。
【０１４０】
　トランスデューサーのための部材であるフィルム様シリコーンエラストマー層は、同じ
フィルム様シリコーンエラストマー、あるいは物理特性の異なる２層以上のフィルム様シ
リコーンエラストマーを重ねることにより形成することができ、又は予め硬化させた組成
物を重ねてトランスデューサーのための部材を形成することもできる。加えて、フィルム
様シリコーンエラストマー層の機能は誘電体層又は電極層であってよい。具体的には、ト
ランスデューサーのための好ましい部材において、誘電体層の厚みは１～１，０００μｍ
であり、電極層の厚みは０．０５μｍ～１００μｍである。
【０１４１】
　本発明のトランスデューサーは、本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガノ
ポリシロキサン組成物を硬化することにより製造されるトランスデューサーのためのこの
部材を有するものとして特徴付けられ、本発明のトランスデューサーは、特に高積層構造
（すなわち、２層以上の誘電体層）を含む構造を有し得る。本発明のトランスデューサー
は、３層以上の誘電体層を含む構造を更に有し得る。この種類の高積層構造を有するトラ
ンスデューサーは、複数の層を含むことにより大きな力を生成可能である。加えて、層を
重ねることにより、単層を使用することにより得られ得るものよりも大きな変位を得るこ
とも可能である。
【０１４２】
　電極は、本発明のトランスデューサーのための誘電体層の両末端に含ませることもでき
る。利用される電極物質は、金属及び合金、例えば、金、白金、銀、パラジウム、銅、ニ
ッケル、アルミニウム、チタン、亜鉛、ジルコニウム、鉄、コバルト、スズ、鉛、インジ
ウム、クロム、モリブデン、マンガン、又は同様物など、金属酸化物、例えば、酸化イン
ジウムスズ化合物（ＩＴＯ）、酸化アンチモンスズ化合物（ＡＴＯ）、酸化ルテニウム、
酸化チタン、酸化亜鉛、酸化スズ、及び同様物など、炭素材料、例えば、カーボンナノチ
ューブ、カーボンナノホーン、カーボンナノシート、カーボン繊維、カーボンブラック、
又は同様物など、並びに導電性樹脂、例えば、ポリ（エチレン－３，４－ジオキシチオフ
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ェン）（ＰＥＤＯＴ）、ポリアニリン、ポリピロール、又は同様物などにより例示される
。導電性エラストマー、及び樹脂に分散した導電性充填剤を有する導電性樹脂を使用でき
る。
【０１４３】
　電極は、前述の導電性物質のなかでも１つの物質を単独で含んでもよく、又は２つ以上
のこのような導電性物質を含んでもよい。電極が２種以上の導電性物質を含む場合、導電
性物質のうちの１つを活性物質として機能させ、残部を電極の抵抗性を低下させるための
導電性物質として機能させることもできる。
【０１４４】
　本発明のトランスデューサーのための誘電体層の合計厚さは、１０μｍ～２，０００μ
ｍ（２ｍｍ）の厚みに設定できるものの、この合計厚さは特に２００μｍ以上の値に設定
することもできる。詳細には、誘電体層を形成する誘電体シリコーンエラストマー層の単
層当たりの厚さは、好ましくは０．１～５００μｍであり、この厚みは特に好ましくは０
．１～２００μｍである。これらのエラストマー薄層を２層以上積層することにより、単
層を使用する場合と比較して、絶縁破壊電圧量、誘電率、及び変異量などの特性を改良す
ることも可能である。
【０１４５】
　本発明において、用語「トランスデューサー」は、ある種のエネルギーを別種のエネル
ギーへと変換するための構成要素、機械、又は装置を意味するものである。このトランス
デューサーは、電気エネルギーの機械エネルギーへの変換のための人工筋肉及びアクチュ
エーター；機械エネルギーの電気エネルギーへの変換のためのセンサー及び発電素子；電
気エネルギーの音エネルギーへの変換のためのスピーカー、マイクロフォン、及びヘッド
フォン；化学エネルギーの電気エネルギーへの変換のための燃料電池；及び電気エネルギ
ーの光エネルギーへの変換のための発光ダイオード、により例示される。
【０１４６】
　本発明のトランスデューサーは、本発明のトランスデューサーの誘電体及び機械特性に
起因して、特に人工筋肉、アクチュエーター、センサー、又は発電素子として使用するこ
とができる。人工筋肉は、例えば、ロボット、介護機器、リハビリテーション訓練装置、
又は同様の用途などの用途への使用が予測される。アクチュエーターとしての実施形態を
本発明の実施例として以下に例証する。
【０１４７】
　[図１～４]
　図１は、誘電体層が積層されている本発明の実施形態のアクチュエーター１の断面図を
示す。本実施形態では、誘電体層は、例えば２層の誘電体層から構成される。アクチュエ
ーター１には、誘電体層１０ａ及び１０ｂ、電極層１１ａ及び１１ｂ、ワイヤ１２、及び
電源１３が取り付けられる。電極層１１ａ及び１１ｂは、誘電体層の各接触面を被覆して
おり、これらの電極層はそれぞれワイヤ１２を介し電源１３に接続されている。
【０１４８】
　アクチュエーター１は、電極層１１及び電極層１１ｂ間に電圧を印加することにより駆
動することもできる。電圧を印加することにより、誘電体層１０ａ及び１０ｂは誘電特性
に起因してより薄くなり、結果として電極層１１ａ及び１１ｂ面に対して平行に伸長する
。すなわち、電気エネルギーを、力又は移動若しくは変異の機械エネルギーに変換するこ
とが可能である。
【０１４９】
　図２は、本発明の実施形態のアクチュエーター２の断面図を示す。この実施形態では、
誘電体層及び電極層が積層される。本実施形態により、例えば、誘電体層は３層から構成
され、かつ電極層は４層から構成される。アクチュエーター２には、誘電体層２０ａ、２
０ｂ、及び２０ｃ、電極層２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、及び２１ｄ、ワイヤ２２、並びに電
源２３が取り付けられている。電極層２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、及び２１ｄは、それぞれ
、誘電体層の各接触面を被覆しており、これらはそれぞれワイヤ２２を介して電源２３に
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接続されている。電極層は、異なる電圧側に交互に接続され、電極層２１ａ及び２１ｃは
、電極層２ｂ及び２１ｄとは異なる面に接続される。
【０１５０】
　電極層２１ａ及び電極層２１ｂ間の電圧印加、電極層２１ｂ及び電極層２１ｃ間の電圧
印加、及び電極層２１ｃ及び電極層２１ｄ間の電圧印加により、アクチュエーター２を駆
動することも可能である。電圧を印加することにより、誘電体層２０ａ、２０ｂ、及び２
０ｃは誘電特性に起因してより薄くなり、結果として電極層の２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、
及び２１ｄ面に対して平行に伸長する。すなわち、電気エネルギーを、力又は移動若しく
は変異の機械エネルギーに変換することが可能である。
【０１５１】
　アクチュエーターの実施形態を本発明のトランスデューサーの例として記載したものの
、本発明のトランスデューサーの外側から機械的エネルギー（圧力又は同様のエネルギー
など）が印加されるとき、相互に絶縁された電極層間の電気エネルギーとして、異なる電
位を生成することが可能である。これはすなわち、機械エネルギーの電気エネルギーへの
変換についてのセンサーとして使用することが可能である。このセンサーについての実施
形態を以下に記載する。
【０１５２】
　図３は、本発明の実施形態のセンサー３の構造を示す。センサー３は、誘電体層３０が
、マトリックス様のパターンで配置され、上側の電極層３１ａ、３１ｂ、及び３１ｃと、
下側の電極層３２ａ、３２ｂ、及び３２ｃとの間に配設された、構造を有する。本実施形
態により、例えば、電極層をそれぞれ垂直方向及び水平方向に３列のマトリックスパター
ンとして配設することができる。それぞれの電極層の、誘電体層３０と接触していない面
は、誘電層により保護することもできる。加えて、誘電体層３０には、オルガノポリシロ
キサンを含む同じ誘電体層を２層以上含ませることもできる。
【０１５３】
　外的な力がこのセンサー３の表面に印加されると、上側電極層及び下側電極層間の誘電
体層３０の厚みは圧のかけられた位置で変化し、この変化に起因して、電極層間の静電容
量において変化が生じる。これらの電極層間の静電容量の変化に起因する電極層間の電位
差を測定することにより、外力を検出することが可能である。すなわち、この実施形態は
、機械エネルギーの電気エネルギーへの変換のためのセンサーとして使用することもでき
る。
【０１５４】
　更に、誘電体層を挟み込む対向する電極層は、本実施形態のセンサー３において３対と
して形成され、電極の数、大きさ、位置、又は同様の事柄は、用途に応じ適切に選択する
ことができる。
【０１５５】
　発電素子は、機械エネルギーの電気エネルギーへの変換のためのトランスデューサーで
ある。この発電素子を、波力、水力、水力、又は同様物などの自然エネルギーにより電気
生成を開始する、並びに振動、衝撃、圧変化、又は同様の事柄に起因する電気生成を開始
する装置のために使用することもできる。この発電素子の実施形態を以下に記載する。
【０１５６】
　図４は、本発明の実施形態の発電素子４の断面図を示す。この実施形態では、誘電体層
が積層されている。本実施形態では、誘電体層は、例えば２層の誘電体層から構成される
。発電素子４は、誘電体層４０ａ及び４０ｂと、電極層４１ａ及び４１ｂから構成される
。電極層４１ａ及び４１ｂは、それぞれの接触している誘電体層の一表面を被覆するよう
配置されている。
【０１５７】
　電極層４１ａ及び４１ｂは、未記載の負荷部に電気的に接続されている。この発電素子
４は、電極層４１ａ及び４１ｂ間の距離を変化させ、静電容量を変化させることにより電
気エネルギーを生成し得る。すなわち、誘電体層４０ａ及び４０ｂにより形成される電場
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に起因して静電荷誘起状態である電極層４１ａ及び４１ｂ間の要素の形状における変化に
起因して、電荷分布には偏りが生じ、電極層間の静電容量はこの偏りに起因して変化し、
電極層間に電位差が生じる。
【０１５８】
　本発明の実施形態において、図４に示す発電素子４の電極層４１ａ及び４１ｂ面に対し
平行方向に圧縮力を印加された状態（上図）から、同様の図において示す通りの圧縮力を
非印加の状態（下図）への変化に起因して、電極層４１ａ及び４１ｂ間に電位差が生じ、
電力としての電位差の変化の出力により発電素子の機能を認識することが可能である。す
なわち、機械エネルギーの電気エネルギーへの変換も可能である。更に、複数の要素を基
材上に配置して、このような複数の要素を直列又は並列に接続させることにより多量の電
気を生成する電気生成装置を構成することも可能である。
【０１５９】
　本発明のトランスデューサーは、空気中、水中、真空中、又は有機溶媒中で作動し得る
。加えて、本発明のトランスデューサーをトランスデューサーの使用環境に応じ適切に封
止することもできる。封止方法に特に制限はなく、この封止方法は、樹脂材料又は同様物
を使用して封止することにより例示される。
【０１６０】
　産業上の利用可能性
　トランスデューサーの製造のため、本発明のトランスデューサーのための硬化性オルガ
ノポリシロキサン組成物を適切に使用することもできる。本発明のトランスデューサーの
ための、硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、単に未硬化の組成物であるというより
は、反応性オルガノポリシロキサンが部分的に反応しており、硬化が不完全な状態にある
、いわゆるＢステージの材料を含み得る。本発明のＢステージの材料は、ゲル様である状
態の、又は流動性を有する状態の材料により例示される。したがって、本発明の実施形態
は、トランスデューサーのための硬化性オルガノポリシロキサン組成物の硬化反応が部分
的に進行している状態の部材も含み得る。このとき、トランスデューサーのための部材は
ゲル様の状態であり又は流体である。更に、半硬化状態のこの種類のトランスデューサー
のための部材は、単層又は薄型フィルム様シリコーンエラストマーの積層体から構成する
こともできる。
【実施例】
【０１６１】
　本発明を具体的に示す目的で、実施例を以下に掲載する。しかしながら、これらの実施
例は本発明の範囲を制限するものとして理解されてはならない。更に、以下に示す「％」
は重量パーセントを表す。
【０１６２】
　（実施例１）
　２５℃にて２，０００ｍＰａ・ｓの粘度を有し、両末端がジメチルビニルシロキシ基に
より保護されているジメチルポリシロキサン（Ａ２２）（ビニル含量０．２３％）１４．
２２％に、平均径１．０μｍの球状チタン酸バリウム８５．３５％（Ｆｕｊｉ　Ｔｉｔａ
ｎｉｕｍ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．製，ＨＰＢＴ－１Ｂ）、トリメトキシシ
リル末端およびジメチルビニル末端を有するポリシロキサン（平均重合度＝２５）０．３
５６％、及び１，１，３－トリメチル－３，３－ジフェニル－１－カルボキシデシルジシ
ロキサン０．０７１％を加えた。Ｒｏｓｓミキサーを使用して均一に混合した後、混合物
を更に１５０℃にて３０分間加熱混合し、シリコーンエラストマーベース１を得た。
【０１６３】
　更に、２５℃にて２，０００ｍＰａ・ｓの粘度を有し、かつ両末端がジメチルビニルシ
ロキシ基により保護されているジメチルポリシロキサン（Ａ２２）（０．２３％ビニル含
量）５０．００％に、Ｃａｒｂｏｎ　Ｂｌａｃｋ（Ｃａｎｃａｒｂ　ｃｏｒｐｏｒａｔｉ
ｏｎにより製造、Ｔｈｅｒｍａｘ　Ｆｌｏｆｏｒｍ　Ｎ９９０）５０．００％を添加した
。Ｒｏｓｓミキサーを使用して均一に混合した後、混合物を更に１５０℃にて３０分間加
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熱混合し、シリコーンエラストマーベース２を得た。
【０１６４】
　シリコーンエラストマーベース１及びシリコーンエラストマーベース２に、表１に記載
の配合比で、ジメチルポリシロキサン（Ａ２２）、分子鎖両末端がジメチルヒドロジェン
シロキシ基で封鎖されたポリジメチルシロキサン（Ａ１１２、ＳｉＨ含量＝０．０１５％
）、分子鎖両末端がトリメチルシロキシ基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチルヒド
ロジェンシロキシコポリマー（Ａ１２１、０．７５％　ＳｉＨ含量）、ジメチルビニルシ
ロキシ基二重末端化メチルポリシロキサンに溶解させた１，３－ジエテニル－１，１，３
，３－テトラメチルジシロキサン錯体の白金錯体０．６７％（白金として）、並びに反応
調節剤としてテトラメチルテトラビニルシクロテトラシロキサンを添加した。均一になる
まで混合物を混合し（約１０分間）、シリコーンエラストマー組成物を得た。ここで、本
シリコーンエラストマー組成物中の全ビニル基に対する全ＳｉＨ官能基のモル比（ＳｉＨ
基／ビニル基）は１．３である。
【０１６５】
　ここで、反応性オルガノポリシロキサンがＭａＭＲ

ｂＤｃＤＲ
ｄＴｅＴＲ

ｆＱｇにより
表されるとき、（ａ＋ｃ）／（ｂ＋ｄ＋ｅ＋ｆ＋ｇ）の値が３未満であるオルガノポリシ
ロキサンの硬化性オルガノポリシロキサン組成物中の全シロキサン成分に対する重量部分
（Ｘ）は、Ｘ＝１．５％である。硬化性オルガノポリシロキサン組成物中のシロキサン成
分の全量に対する二重分子鎖末端化反応性オルガノポリシロキサンの重量分画（Ｙ）は、
９８．５％である。単一分子内に硬化反応性基を少なくとも２つ有し、かつ硬化反応可能
な２つの基間の平均分子量１０，０００未満を有する反応性オルガノポリシロキサン（Ｓ
）と、単一分子内に硬化反応可能な基を少なくとも２つ有し、かつ硬化反応可能な２つの
基間の平均分子量１０，０００以上かつ１５０，０００以下を有する反応性オルガノポリ
シロキサン（Ｌ）との配合比（重量比Ｓ／Ｌ）は、１．３／９８．７である。
【０１６６】
　それに対し、前述のポリオルガノシロキサン原材料の化学構造、ケイ素結合した水素原
子の含有量、アルケニル基の含有量、及び数平均分子量に基づき、単位重量当たりの架橋
点数（Ｊ値）は２０．７μｍｏｌ／ｇであると算出され、架橋点間の分子量（Ｋ値）は約
５５６，００であると算出された。
【０１６７】
　このシリコーンエラストマー組成物を１５０℃にて１５分間圧縮硬化し、次に１５０℃
にて６０分間後硬化した。ＪＩＳ　Ｋ　６２４９に基づき、得られた硬化物品に対しヤン
グ率、引張り強さ、破断点伸び、及び引き裂き強さを測定した。機械強度を測定する目的
で、厚さ２ｍｍのシートを作製した。厚さ６ｍｍのシートのデュロメータＡ硬さは、ＪＩ
Ｓ　Ｋ　６２５３をもとに測定した。
【０１６８】
　加えて、このシリコーンエラストマー組成物を１５０℃で１５分間圧縮硬化して、厚さ
０．０７ｍｍのシートを作製した。絶縁破壊強度は電気的な絶縁破壊電圧油試験機、すな
わちＰＯＲＴＡＴＥＳＴ　１００Ａ－２（Ｓｏｋｅｎ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏ．，Ｌｔ
ｄ．により製造）を使用して測定される通りのものであった。同様の方法で、シリコーン
エラストマー組成物を１５０℃で１５分間圧縮効果し、厚さ１ｍｍのシートを製造した。
２３℃の温度かつ１ＭＨｚ測定周波数条件下で、Ａｎｄｏ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏ．，
Ｌｔｄ．により製造されたＴＲ－１１００誘電率－ｔａｎｇｅｎｔ測定装置を用い、比誘
電率を測定した。結果を表１に示す。
【０１６９】
　実施例２～２９及び比較例１～３
　架橋剤Ａ１及びポリマーＡ２の添加量及び化学的な構造を変更したことを除き、実施例
１と同様の手順を実施し、あるいは必要とされる場合、表１に掲載される微粒子を使用し
てシリコーンゴム組成物を得た。同様の方式で前述のＸ、Ｙ、Ｓ／Ｌ、Ｊ、及びＫ値を算
出した。得られた組成物を同様の方式で加熱及び硬化し、機械強度及び電気特性を評価し
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た。これらの結果を表１に示す。加えて、表中、上記されない架橋剤及びポリマーの化学
構造は以下の通りのものである。
　Ａ２１：分子鎖両末端がジメチルビニルシリル基で封鎖されたポリジメチルシロキサン
　Ａ２２：分子鎖両末端がジメチルビニルシリル基で封鎖されたポリジメチルシロキサン
　Ａ２３：ビニル官能化ＭＱ樹脂
　Ａ１１１：分子鎖両末端がジメチルヒドロジェンシロキシ基で封鎖されたポリジメチル
シロキサン
　Ａ１１２：分子鎖両末端がジメチルヒドロジェンシロキシ基で封鎖されたポリジメチル
シロキサン
　Ａ１２１：分子鎖両末端がトリメチルシリル基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチ
ルヒドロジェンシロキシコポリマー
　Ａ１２２：分子鎖両末端がトリメチルシリル基で封鎖されたジメチルシロキサン－メチ
ルヒドロジェンシロキシコポリマー
　（Ｆ１）反応調節剤：テトラメチルテトラビニルシクロテトラシロキサン
　（Ｆ２）反応調節剤：２－フェニル－３－ブチン－２－オール（含有量：０．５質量％
）
　（Ｃ）Ｐｔ触媒：白金１，３－ジビニル－１，１，３，３－テトラメチルジシロキサン
錯体
　微粒子：（）製品名
　シリコーン表面処理したチタン酸バリウム
　シリカ１（ＮＸ９０Ｇ）
　シリカ２（ＲＤＸ３００）
　カーボンブラック１（Ｎ９９０）
　カーボンブラック２（Ｄｅｎｋａ　Ｂｌａｃｋ　１００％）
　気相法カーボンファイバー（ＶＧＣＦ）
　グラフェン（Grapheme）シート（ＸＧ－Ｈ）
　酸化チタン（ＰＦ－７１１）
　酸化亜鉛１（Ｋａｄｏｘ　９１１）
　酸化亜鉛２（ＸＸ５０３Ｒ）
　酸化亜鉛３（２３－Ｋ）
　マグネタイト（ＫＮ－３２０）
　アルミナ１（Ａｌ－１７０）
　雲母（ＭＫ－１００）
　水酸化アルミニウム（Ａｌ）（Ｈ－４２Ｍ）
　アルミナ２（Ａｌｕ　Ｃ８０５）
【０１７０】
　「硬化シリコーンエラストマー薄型フィルムの電気機械試験」
【０１７１】
　（実施例２９　ｖ．比較例４）
　本発明（実施例＃２９）に基づく硬化薄膜には、カーボンブラック及びシリコーンオイ
ル（［Ａｓｂｕｒｙ導電性炭素グレード５３０３］／［Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　ＦＳ１
２６５フルオロシリコーンオイル］＝１／７（ｗ／ｗ））から構成される電極ペーストを
刷毛により塗布し、コーティングした。活性なＥＡＰ領域を確定する電極印加（回路）直
径は、１０ｍｍ～２０ｍｍの範囲とした。電界と厚さひずみとの関係を分析するため、Ｄ
ｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ電気機械的試験機（ＳＲＩ　ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｉｎｃ
．）を用い電気機械試験を実施した。測定条件は次の通りのものである。
　１）温度及び湿度：２１～２３℃、かつ相対湿度３５～５２％
　２）初期膜厚：７７ｕｍ
　３）２軸プリストレッチ：２５％
　４）２軸ストレッチ後の膜厚：４９ｕｍ
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　５）電圧パターンは０．５Ｈｚ方形波型とした。「ゼロ」ボルトと、試験電圧条件とを
比較したときに電気回路直径に生じている変化により、作動時放射方向ひずみが定義され
る。厚さひずみは、シリコーン試料の非圧縮性に起因する放射方向ひずみに関連する。試
験電圧を「最終的な」膜厚（再伸長及び作動後の膜厚）により除することによって、電界
を定義する。
【０１７２】
　電界（Ｖ／ｕｍ）の関数として、対照材料（比較例４）としてのＳｙｌｇａｒｄ　１８
６と共に厚さひずみ（％）を図５に示す。
【０１７３】
　図５実施例２９及び比較例４についての電界（Ｖ／ｕｍ）の関数としての厚さひずみ（
％）
【０１７４】
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【表１】

【０１７５】
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【表２】

【０１７６】
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【表３】

【０１７７】
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【０１７８】
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【０１７９】
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【表６】

【０１８０】
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【表７】

【０１８１】
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【表８】

【０１８２】
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【表９】

【０１８３】
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【表１０】

【０１８４】
　表１に示す通り、本発明の硬化性オルガノポリシロキサン組成物は、硬化性オルガノポ
リシロキサン成分、１０以上の比誘電率を有する誘電性無機微粒子、１０未満の比誘電率
を有する微粒子を有しており、したがってシリコーンエラストマーには、優れた機械特性
（破断点伸びにより表される通り）及び誘電特性（誘電定数により表される通り）がもた
らされていた。加えて、架橋構造及び無機微粒子を最適化することにより、望まれるトラ
ンスデューサー用途に従って材料を設計することが可能である。具体的には、本発明の硬
化性オルガノポリシロキサン組成物から得られるシリコーンエラストマーは、低電圧領域
においてさえ高誘電特性を実現する。
【符号の説明】
【０１８５】
　　１、２　アクチュエーター
　　１０ａ、１０ｂ、２０ａ、２０ｂ、２０ｃ　誘電体層
　　１１ａ、１１ｂ、２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、２１ｄ　電極層（導電性層）
　　１２、２２　ワイヤ
　　１３、２３　電源
　　３　センサー
　　３０　誘電体層
　　３１ａ、３１ｂ、３１ｃ　上側電極層
　　３２ａ、３２ｂ、３２ｃ　下側電極層
　　４　発電素子
　　４０ａ、４０ｂ　誘電体層
　　４１ａ、４１ｂ　電極層
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